
５年間での
新規・拡充

状況

〇 新規・拡充
× 該当なし

交付数 1,026件 983件 912件 959件 872件

内容

内容

初回～14回目 12,052件 11,355件 10,462件 11,254件 10,463件
超音波4回 3,808件 3,601件 3,311件 3,569件 3,291件
血液検査 931件 899件 860件 912件 846件
血算検査 578件 719件 740件 714件
GBS検査 776件 822件 801件

4か月児健診 997人 948人 875人 877人 886人

10か月児健
診

968人 914人 921人 779人 878人

1歳６か月児
健診

42回1,020人 42回 1,030人 42回 975人 42回 914人 39回807人

3歳児健診 36回1,135人 36回 986人 36回973人 36回1,033人 33回920人

発達健診 6回45人 ６回 62人 ６回 33人

健康相談室 年間1,740人 年間 2,108人 年間 2,007人 年間 2,010人 年間 1,941人

6か月児相談 42回945人 42回 944人 42回 892人 42回 840人 39回 835人

2歳児相談21回
190人

２歳３か月児相談
24回 99人

２歳３か月児相談
24回 157人

２歳３か月児相談
24回 161人

２歳３か月児相談
16回 164人、

3歳6か月～5歳6
か月児相談12回
138人

３歳６か月児相談
24回 49人

３歳６か月児相談
24回66人

３歳６か月児相談
24回97人

３歳６か月児相談
16回91人

母親健康相談 156回4,089人 156回 3,585人 156回4,847人 243回4,797人 360回4,455人

栄養相談 3,351人実施 2,668人実施 2,239人実施 2,669人実施 4,280人実施

その他

健康相談室、６か月児相談、2歳
６か月児相談、３歳６か月児相
談、未受診者電話相談、電話相
談、母親健康相談、栄養相談

健康づくり課 ×

５年間での新規・拡充事業
の具体的状況

（〇の場合のみ）
H30

施
策

№ 事業名
事業内容

(計画書記載内容) 関係課 H27 H28 H29実施状況

次世代育成支援行動計画からの継承事業

R1

医療機関において個別で妊婦健診を実施し、健診費用を助成。

妊娠中の異常の有無を早期に発
見し、必要時に適切な指導を行
い、母性の健康の保持増進を図
る。健診費用を助成。

健康づくり課
妊婦健康診査（初回～１４
回目・超音波４回・血液検
査）

2

1 母子健康手帳交付

妊娠の届出をした者に対し母子
健康手帳を交付し、妊娠、出
産、育児に関する母子の健康状
態を記録し、子どもの成長の参
考にする。

健康づくり課
健康相談室において、毎日午前中、母子健康手帳を交付し、妊娠期の健康等について説明し
た。

4 各種相談事業

血算検査、GBS検査の追加〇

×
４か月児健診、１０か月児健
診、１歳６か月児健診、３歳児
健診、発達健診

各種健康診査事業3 健康づくり課

未受診者電話相談は健診終了後毎月１回、電話相談は毎日随時実施。

×
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BCG 1,032人 934人 926人 875人 941人

麻疹・風疹
１期988人
２期1,205人

１期979人
２期1,146人

１期947人
２期1,080人

１期889人
2期1,091人

１期913人
2期972人

日本脳炎 4,623人 5,872人 5,994人 5,528人 5,111人
三種混合 10人 1人 0人 三種混合1人 三種混合4人
二種混合 1,069人 1,040人 996人 1,033人

二種混合1,115
人

不活化ポリオ
ワクチン

145人 60人 43人 8人 2人

四種混合 4,144人 3,986人 3720人 3,648人 3,639人

ヒブ 4,141人 3,910人 3665人 3,579人 3,529人

小児用肺炎球
菌

4,132人 3,899人 3665人 3,586人 3,619人

子宮頸がん予
防ワクチン

21人 ３人 2人 8人 55人

水痘 2,186人 1,844人 1,835人 1,771人 1,763人
B型肝炎 1,666人 2,776人 2,618人 2,651人

6 育児支援親子教室

健診・相談において、多動傾向
や言語・理解等が気になる子ど
もを対象に、遊ぶ体験を通して
発達を促すための教室を開催す
る。

健康づくり課

育児支援親子教室
２会場毎月２回実
施。38回576人
参加。

育児支援親子教室
２会場毎月２回実
施。40回563人
参加

育児支援親子教室
２会場毎月２回実
施。40回547人
参加

育児支援親子教室
２会場毎月２回実
施。42回618人
参加

育児支援親子教室
２会場毎月２回実
施。38回415人
参加

×

7
乳児家庭全戸訪問
妊産婦乳幼児家庭訪問

妊産婦・乳幼児家庭を訪問し、健康
状態に応じた保健指導を行い、母親
には育児についての不安や悩みを聞
き、必要な情報提供を行うととも
に、必要なサービスに結び付け、育
児を応援する。

健康づくり課

乳児家庭全戸訪問
1,045件、乳幼
児家庭訪問263
件の他、妊産婦
1,111件実施。

乳児家庭全戸訪問
955件、乳幼児
家庭訪問 223件
の他、妊産婦家庭
訪問 959件実施

乳児家庭全戸訪問
889件、乳幼児
家庭訪問151件
の他、妊産婦家庭
訪問 実施

乳児家庭全戸訪問
896件、乳幼児
家庭訪問213件
の他、妊産婦家庭
訪問 実施

乳児家庭全戸訪問
881件、乳幼児
家庭訪問221件
の他、妊産婦家庭
訪問 実施

×

8 育児不安虐待予防教室

健診・相談の中で、育児不安の
ある母親等を対象に、育児上の
悩みや疲労を軽減し、より良い
育児環境をつくるための教室を
開催する。

健康づくり課

育児不安虐待予防
教室毎月1回実
施。11回66人参
加。

ー ー ー ー ×

9 幼児ことばの教室

保育園児、幼稚園児で言葉に対
して心配のある子ども（発音､吃
音等）に対しての訓練、指導を
行う。焼津南小、小川小、大井
川南小において「幼児ことばの
教室」を開設している。

保育・幼稚園
課

嘱託員の勤務時間
を増やし、指導日
数を拡大した。
（７時間／日→
7.75時間／日、
175日→228
日）

〇
指導員の研修会を年１回か
ら年２回に増やした。

B型肝炎ワクチンの定期接
種化

〇5

指導員のスキルアップをめざし、関係機関と連携しながら研修を進めた。

ＢＣＧ、不活化ポリオワクチ
ン、麻疹、風疹、日本脳炎、三
種混合、二種混合、四種混合、
ヒブ、小児用肺炎球菌、子宮頸
がん予防ワクチン、水痘

健康づくり課各種予防接種事業
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10 子育て教室

離乳食、病気の手当て、事故予防等
小児科医師の講義、母親同士の情報
交換等、子育てに関する保護者の学
習の場として開催する。

健康づくり課
子育て教室6回
198人参加。

子育て教室6回
214人参加

子育て教室6回
171人参加

子育て教室6回
213人参加

子育て教室5回
130人参加

〇
教室の内容にミニ実習を追
加し、母どおしの交流の場
とした。

11
ＳＩＤＳ「乳幼児突然死症
候群」予防啓発

母子手帳交付時に周知、ポス
ターの掲示を行う。

健康づくり課 ×

12 １歳6か月児フッ素塗布
歯の質を強化し、むし歯を予防
するために実施する。

健康づくり課

毎月３回、大井川
会場で隔月１回実
施。42回810人
延べ2,494人実
施。

１歳６か月児フッ
素塗布を毎月３
回、大井川会場で
隔月１回実施。
42回798人 延べ
2,383人に実施

１歳６か月児フッ
素塗布を毎月３
回、大井川会場で
隔月１回実施。
42回745人 延べ
2,381人に実施

１歳６か月児フッ
素塗布を毎月３
回、大井川会場で
隔月１回実施。
42回651人 延べ
2,130人に実施

１歳６か月児フッ
素塗布を毎月３
回、大井川会場で
隔月１回実施。
39回595人 延べ
1,842人に実施

×

13 2歳児歯みがき教室

歯科衛生士による口腔チェッ
ク、歯みがき指導、保健師によ
る生活指導、身体測定等を行
う。

健康づくり課
毎月３回実施。
36回661人参
加。

２歳児歯磨き教室
を毎月３回実施。
36回625人参加

２歳児歯みがき教
室を毎月３回実
施。36回567人
参加

２歳児歯みがき教
室を毎月３回実
施。36回556人
参加

２歳児歯みがき教
室を毎月３回実
施。34回414人
参加

×

14 歯と口の健康まつり

歯の衛生週間にちなみ、年1回全市
民を対象に健康教育を行い、歯に対
する関心を深め、歯科疾患の予防と
早期発見に努める。

健康づくり課
焼津文化会館
にて開催

年１回　1,026
人参加

年１回　1,114
人参加

年１回　788人
参加

年１回　782人
参加

年１回　723人
参加

×

15 歯科保健対策事業

生涯を通じた歯科保健対策「むし歯
０運動」と一生自分の歯で食べるこ
とを目標に「８０２０運動」を推進
し、「歯」の健康を通して全身の健
康づくりに努める。

健康づくり課 ×

16 歯科保健指導者会連絡会

「こどもの歯を守る」ために歯科医
師、幼稚園、保育所、小・中学校等
で連携を図り、知識の習得、意見・
情報交換の場とする。

健康づくり課
歯科保健指導者会
連絡会 年１回43
人参加

ー ー ー ー ×

乳がん 4,824人 4,219人 4,182人 3,977人 4,238人

子宮がん 7,039人 3,028人 5,632人 3,281人 5,313人
肺がん 11,785人 11,618人 11,219人 11,052人 10,576人
胃がん 5,320人 4,954人 5,106人 5,029人 5,153人

ピロリ菌胃が
んリスク検診

1,143人 905人 994人 854人 530人

大腸がん 12916人 11,859人 11,756人 11,916人 11,470人

前立腺がん 5,364人 5,120人 5,082人 5,138人 4,950人
骨粗鬆症 319人 363人 352人 335人 304人

各種健（検）診事業

母子手帳交付時に周知、ポスターの掲示。

子育て教室、２歳児歯みがき教室、1歳6か月児健診・3歳児の歯科健診・歯みがき指導、成
人歯科健診、高齢者の口腔ケア教室の実施。

17 ×

自己の健康状態を把握し、自ら
健康管理に努めるため、乳が
ん・子宮がん・肺がん・胃が
ん・大腸がん・前立腺がん・骨
粗しょう症等の各種健（検）診
を実施する。

健康づくり課
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ウォーキング
推進員連絡会
及び修会

8回開催
延べ121人参加

８回開催
延べ128人参加

6回開催
延べ88人参加

6回開催
延べ80人参加

5回開催
延べ68人参加

元気隊ウォー
キング

11回開催
延べ305人参加

８回開催
延べ303人参加

9回開催
延べ304人参加

9回開催
延べ247人参加

9回開催
延べ171人参加

19 保健センター情報紙の発行

保健センター事業のお知らせや
健康づくりに関する知識の啓発
のため、情報紙を年1回発行し、
全世帯に配布する。

健康づくり課

「焼津市健康ガイ
ド」を52,000部
作成し、平成28
年4月に発行、全
戸配布した。
平成28年度の健
診、健康相談、予
防接種に関する案
内を掲載した。
また、慢性腎臓病
に関する記事や健
診の受診勧奨の記
事を新たに掲載し
た。

「焼津市健康ガイ
ド」を52,000部
作成し、平成29
年４月に発行、全
戸配布した。
平成29年度の健
診、健康相談、予
防接種に関する案
内を掲載した。
また、慢性腎臓病
に関する記事や健
診の受診勧奨の記
事を新たに掲載し
た。

「焼津市健康ガイ
ド」を52,000部
作成し、平成30
年３月に発行、全
戸配布した。
平成30年度の健
診、健康相談、予
防接種に関する案
内を掲載した

ー ー ×

20
「広報やいづ」による情報
提供

毎月「健康」の欄に翌月の行事
日程等を掲載する。

健康づくり課 ×

21
教職員を対象とした心肺蘇
生法訓練の実施

学校教育課にて年１回研修会を
実施する。各学校では、それぞ
れの計画に基づいて、実践的な
訓練を実施する。

学校教育課
各学校の計画に基
づいて、実践的な
訓練を実施した。

各学校の計画に基
づいて、実践的な
訓練を実施した。

学校教育課主催の
研修をプール開始
日前に1回実施。
各学校でも、計画
に基づいて、実践
的な訓練を実施し
た。

学校教育課主催の
研修をプール開始
日前に地域防災課
の協力を得て1回
実施。各学校で
も、計画に基づい
て、実践的な訓練
を実施した。

学校教育課主催の
研修をプール開始
日前に地域防災課
の協力を得て1回
実施。各学校で
も、計画に基づい
て、実践的な訓練
を実施した。

×

201 産婦健康支援事業

妊娠中から産後への切れ目のな
い支援（主にうつ予防）を行う
ため、産婦健康診査及び産後ケ
ア事業を実施する。健診費用及
び事業利用費用を助成。

健康づくり課 ※H30新規事業

産婦健康診査：1
回目606人、2回
目770人実施
産後ケア事業：宿
泊型2件、デイ
サービス型（2時
間未満）16件、
デイサービス型
（2時間以上）
61件実施

産婦健康診査：1
回目633人、2回
目834人実施
産後ケア事業：宿
泊型2件、デイ
サービス型（2時
間未満）12件、
デイサービス型
（2時間以上）
52件、訪問1件
実施

〇
H30より産婦健診の2回助
成、産後ケア事業の開始

毎月の広報やいづ「健康の窓」の頁に翌月の健（検）診や行事の日程を掲載

市民の健康づくり、体力づくり
のために、ウォーキング推進員
の研修会、連絡会の開催。
ウォーキング推進員による元気
隊ウォーキングの開催。

健康づくり課
健康づくりウォーキング事

業
18 ×
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22
幼稚園、保育所での食育推
進事業

園内及び近隣農地における栽
培・収穫体験、収穫物を用いた
クッキング活動、絵本・紙芝居
を活用した食に対する知識向上
指導等を実施する。

保育・幼稚園
課

各園において、栽
培・収穫・調理・
試食体験や、絵
本・紙芝居を活用
した食に対する知
識向上指導等を
行った。

〇

「公立園クッキング保育マ
ニュアル」を作成し、安全
に食育活動に取り組めるよ
うに努めた。

23
小中学校での「食に関する
指導」、「食育」の推進

本市に配置された栄養教諭と連
携し、授業の中で、栄養価、栄
養バランス等について指導す
る。

学校教育課

各校で「食に関す
る学年別年間指導
計画」に基づき、
実践を行った。ま
た、栄養教諭によ
る食の指導を、小
学校３回以上、中
学校２回以上行っ
た。

各校で「食に関す
る学年別年間指導
計画」に基づき、
実践を行った。ま
た、栄養教諭によ
る食の指導を、小
学校３回以上、中
学校２回以上行っ
た。

各校で「食に関す
る年間指導計画」
に基づき、家庭科
や特別活動におい
て実践を行った。
また、栄養教諭に
よる食の指導を、
小学校３回以上、
中学校２回以上
行った。

各校で「食に関す
る年間指導計画」
に基づき、家庭科
や特別活動におい
て実践を行った。
また、栄養教諭に
よる食の指導を、
小学校３回以上、
中学校２回以上
行った。
焼津市食育推進委
員会を年４回開催
した。

各校で「食に関す
る年間指導計画」
に基づき、家庭科
や特別活動におい
て実践を行った。
また、栄養教諭に
よる食の指導を、
小学校３回以上、
中学校２回以上
行った。
焼津市食育推進委
員会を年４回開催
した。

×

24 親子料理教室
健康づくり食生活推進協議会の
会員が市内の公民館を会場に開
催する。

健康づくり課
こども料理教室6
回135人

こども料理教室７
回156人参加

こども料理教室9
回230人

こども料理教室4
回99人

こども料理教室7
回172人

×

25 子育て教室（№10再掲）

離乳食、病気の手当て、事故予防等
小児科医師の講義、母親同士の情報
交換等、子育てに関する保護者の学
習の場として開催する。

健康づくり課
子育て教室6回
198人参加。

子育て教室6回
214人参加

子育て教室6回
171人参加

子育て教室6回
213人参加

子育て教室5回
130人参加

〇
教室の内容にミニ実習を追
加し、母どおしの交流の場
とした。

26 栄養相談・指導

栄養相談を毎週１回実施する。
また、６か月児相談、１歳６か
月児健診、２歳歯みがき教室、
３歳児健診会場でも実施する。

健康づくり課

予約制の母子
栄養相談を週
に1回、母子
の健診・相談
時に実施す

る。

その他、随時の栄
養相談を、合計
3,351件実施し
た。

その他、随時の栄
養相談を、合計
2,668件実施し
た。

その他、随時の栄
養相談を、合計
2,239件実施し
た。

その他、随時の栄
養相談を、合計
2,669件実施し
た。

その他、随時の栄
養相談を、合計
2,669件実施し
た。

〇

実技を含めた訪問指導、具
体的な食材を持参しても
らっての指導など、実践的
な内容としている。

27 初期救急医療対策事業
休日及び夜間の救急患者への対
応を医師会に委託する。

健康づくり課 ×

28 第２次救急医療対策事業
志太榛原地域の公立病院によ
り、２次救急医療を実施する。

健康づくり課 ×

休日や夜間の救急患者への対応を医師会等を通じ、市内医療機関へ委託した。
夜間については、志太榛原救急医療センターにおいても対応

各園において、栽培・収穫・調理・試食体験や、絵本・紙芝居を活用した
食の指導を実施した。
保護者や関係機関との協同による体験活動を工夫した。

食
育
の
推
進

志太榛原地域医療圏内の公立４病院による病院群輪番制により第２次救急医療体制を確保
県補助金及び志太榛原地域医療圏の４市２町からの負担金により、第２次救急医療施設運営費
補助金を交付した。

小
児
医
療
の
充
実
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５年間での
新規・拡充

状況

〇 新規・拡充
× 該当なし

５年間での新規・拡充事業
の具体的状況

（〇の場合のみ）
H30

施
策

№ 事業名
事業内容

(計画書記載内容) 関係課 H27 H28 H29実施状況

次世代育成支援行動計画からの継承事業

R1

資料４

29
志太榛原救急医療センター
運営事業

救急医療に対応するため、志太
榛原管内の市町により、志太榛
原救急医療センターを運営す
る。

健康づくり課 ×

30 休日等歯科救急医療
市内歯科医院の在宅輪番制によ
り休日の救急医療を行う。

健康づくり課 ×

31 災害時医療救護対策事業

東海地震発生に際し、救護所を
設置し、医療救護にあたる。市
内11か所に救護所を設置する。
また、災害時に速やかに救護所
を立ち上げる体制を確保する。

健康づくり課 ×

県費補助対象
分

入院1,237件
99,566千円
通院 278,144件
350,908千円

入院 1,137件
90,094千円
通院 279,461件
354,802千円

入院 1,174件
93,470千円
通院 270,417件
342,898千円

入院 1,114件
103,287千円
通院 273,280件
342,436千円

入院 1,262件
118,870千円
通院 312,025件
414,916千円

市費単独補助
分

入院  79件
13,250千円
通院
16,232件
146,582千円

入院 61件
14,736千円
通院
17,174件
148,801千円

入院 179件
24,664千円
通院
32,682件
185,437千円

入院 188件
26,634千円
通院
43,908件
201,031千円

入院 46件
11,115千円
通院
5,518件
135,531千円

受診件数
（件）

11,145 10,898 10,603 9,626 8,884

支給額
（千円）

29,661 26,117 26,979 24,307 22,888

支給額 2,352,190千円 2,294,195千円 2,240,995千円 2,177,385千円 2,130,585千円

３歳未満 518,895千円 488,655千円 474,345千円 450,375千円 443,700千円
３歳～小学生 1,359,085千円 1,333,170千円 1,299,575千円 1,275,195千円 1,242,510千円

中学生 429,770千円 427,690千円 422,640千円 408,420千円 399,870千円
所得制限対象 42,440千円 44,680千円 44,435千円 43,395千円 44,505  千円

35 児童扶養手当
母子家庭等の児童の福祉の増進
を図るため、児童扶養手当を支
給する。

子育て支援課 支給額 474,602千円 492,015千円 505,239千円 496,030千円 615,573千円 ×

就学援助事業

要保護…小学校9
人、中学校5人
準要保護…小学校
443人、中学校
305人

要保護：小学生７
人、中学生７人
準要保護：小学生
499人、中学生
316人

要保護：小学生5
人、中学生5人
準要保護：小学生
549人、中学生
401人

要保護：小学生5
人、中学生6人
準要保護：小学生
543人、中学生
386人

要保護：小学生６
人、中学生６人
準要保護：小学生
503人、中学生
320人

就学奨励事業
小学校81人、
中学校46人

小学生100人、
中学生48人

小学生127人、
中学生52人

小学生133人、
中学生43人

小学生133人、
中学生43人

〇

中学校３年修了時までの子ども
を養育する保護者に手当を支給
する。

子ども医療費助成制度 〇32

子育て支援課

児童手当 子育て支援課 ×

就学援助事業　要保護及び
準要保護児童生徒就学援助
費・特別支援教育就学奨励
費

経済的理由によって、小中学校
の教育費の負担が困難な家庭を
対象に援助を行う。

教育総務課

平成29年度から、翌年度に
小学１年生・中学1年生に
なる子がいる家庭で就学援
助の対象となる家庭に、就
学援助費のうち新入学学用
品費を、入学前に事前支給
している。

36

34

33 母子家庭等医療費助成事業
母子家庭等の医療費個人負担分
を助成することにより、経済的
負担の軽減を図る。

０歳から高校３年修了時までの
通院及び入院に伴う保険診療医
療費の一部を助成する。

H29.4.1～自己負担金の無
料化を高校生まで拡大

×

志太榛原地域医療圏の４市２町による志太榛原救急医療センターの運営に参画しており、指定
管理者である救急医療対策協会への協会費および運営費負担金を支出した。

焼津市歯科医師会へ休日等における歯科救急診療を委託し、実施した。

市内救護所に配備している救急医療セットの内包物の使用期限到来に伴う更新や医療救護資機
材の点検整備を行った。
また、救護所設置運営訓練、災害時情報伝達訓練等を実施した。
災害時看護師ボランティアを募集登録し、研修を実施した。

子育て支援課

小
児
医
療
の
充
実

子
育
て
家
庭
の
経
済
的
負
担
の
軽
減
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５年間での
新規・拡充

状況

〇 新規・拡充
× 該当なし

５年間での新規・拡充事業
の具体的状況

（〇の場合のみ）
H30

施
策

№ 事業名
事業内容

(計画書記載内容) 関係課 H27 H28 H29実施状況

次世代育成支援行動計画からの継承事業

R1

資料４

私立幼稚園対
象者数（人）

919 908 1,454 1,571 1,487

その他

私立幼稚園は、第
３子以降全額補助
（年齢制限あり）
とする制度の拡充
を図った。
公立幼稚園は、子
ども子育て支援新
制度施行に伴い所
得状況に応じて保
育料を賦課するこ
ととなったため、
就園奨励費制度は
廃止した。

私立幼稚園は、国
の制度改正に伴
い、多子世帯及び
ひとり親世帯等の
補助を拡大した。
（１）多子軽減
年収約360万円
未満の世帯につい
て、年齢制限を撤
廃
（２）ひとり親世
帯等　年収約
360万円未満の
世帯は、第１子半
額、第２子無償と
する制度を拡充し
た。

補助限度額を国基
準に合わせ、第２
子以降（年齢制限
あり）全員対象と
なるよう補助の拡
充を図った。

補助限度額を国基
準に合わせるとと
もに、多子世帯に
対し、多子カウン
トの年齢制限を撤
廃した。

補助限度額を国基
準に合わせるとと
もに、多子世帯に
対し、多子カウン
トの年齢制限を撤
廃。9月末で終了

県費補助対象
分

入院1,237件
99,566千円
通院 278,144件
350,908千円

入院 1,137件
90,094千円
通院 279,461件
354,802千円

入院 1,174件
93,470千円
通院 270,417件
342,898千円

入院 1,114件
103,287千円
通院 273,280件
342,436千円

入院 1,262件
118,870千円
通院 312,025件
414,916千円

市費単独補助
分

入院  79件
13,250千円
通院
16,232件
146,582千円

入院 61件
14,736千円
通院
17,174件
148,801千円

入院 179件
24,664千円
通院
32,682件
185,437千円

入院 188件
26,634千円
通院
43,908件
201,031千円

入院 46件
11,115千円
通院
5,518件
135,531千円

受診件数
（件）

11,145 10,898 10,603 9,626 8,884

支給額
（千円）

29,661 26,117 26,979 24,307 22,888

40
母子父子寡婦福祉資金（県
事業）

県事業として行われている母子
家庭等を対象とした各種資金貸
付申請の受付及び市広報紙への
掲載によるＰＲを行う。

子育て支援課
修学資金18件
就学支度資金18
件

修学資金　　12
件
就学支度資金12
件

修学資金　　17
件
就学支度資金19
件

修学資金　   14
件
就学支度資金14
件

修学資金　　11
件
就学支度資金 9
件

×

41
母子家庭自立支援費給付事
業

ひとり親家庭の保護者が、就労
のため、資格取得を目的に教育
訓練を受けた場合、その経費の
一部を助成する。

子育て支援課

自立支援教育訓練
給付費　０人
高等技能訓練促進
費　　　０人

自立支援教育訓練
給付費　０人
高等技能訓練促進
費　　　０人

自立支援教育訓練
給付費　１人
高等技能訓練促進
費　　　０人

自立支援教育訓練
給付費　2人
高等技能訓練促進
費　　　2人

自立支援教育訓練
給付費　3人
高等職業訓練促進
給付費　4人

×

幼稚園に３歳児から５歳児の幼
児を通園させている家庭を対象
に保育料の一部を補助する

保育・幼稚園
課

〇

多子世帯の負担軽減に向け
て、対象児童の拡充（年齢
制限の撤廃）を進めていっ
た。
ひとり親世帯などの年収３
６０万円未満の世帯の負担
軽減に向けて、制度の拡充
（第１子半額、第２子無
償）を行った。
制度の拡充により、対象者
数は5割増加した。

幼稚園就園奨励費補助金37

〇 H29.4.1～自己負担金の無
料化を高校生まで拡大

子育て支援課
０歳から高校３年修了時までの
通院及び入院に伴う保険診療医
療費の一部を助成する。

子育て支援課
母子家庭等医療費助成事業
（No.33再掲）

×

子ども医療費助成制度（№
32再掲）

38

39

母子家庭等の医療費個人負担分
を助成することにより、経済的
負担の軽減を図る。

子
育
て
家
庭
の
経
済
的
負
担
の
軽
減

7 ページ



５年間での
新規・拡充

状況

〇 新規・拡充
× 該当なし

５年間での新規・拡充事業
の具体的状況

（〇の場合のみ）
H30

施
策

№ 事業名
事業内容

(計画書記載内容) 関係課 H27 H28 H29実施状況

次世代育成支援行動計画からの継承事業

R1

資料４

42 奨学金貸付事業
経済的理由によって、高等学校
等の修学が困難な者に対し学資
を貸与する。

地域福祉課

継続貸付者１９人
×20,000円×
12ケ月
新規貸付者 １１
人×20,000円×
12ケ月
貸付合計額
5,640,000円

継続貸付者 13人
×20,000円×
12ケ月
新規貸付者 ５人
×20,000円×
12ケ月
貸付合計額
4,320,000円

継続貸付者 10人
×20,000円×
12ケ月
新規貸付者 3人
×20,000円×
12ケ月
貸付合計額
3,120,000円

継続貸付者 8人
×20,000円×
12ケ月
新規貸付者 3人
×20,000円×
12ケ月＋1人×
10,000円×12
ケ月
貸付合計額
2,760,000円

継続貸付者7人
1,320,000円
新規貸付者2人
480,000円
貸付合計額
1,800,000円

×

不
妊
治
療
対
策
の
充
実

43
一般・特定不妊治療費助
成・不妊治療相談等

一般・特定不妊治療費の助成申
請時、必要に応じ面接する。

健康づくり課

H27より男性不
妊治療に対する助
成を開始した。
特定不妊治療、一
般不妊治療に伴う
治療費の助成申請
の受付けおよび補
助金の交付を行っ
た。
一般不妊治療費助
成に係る県補助金
の交付申請を実施
した。
※男性不妊治療の
助成申請はなかっ
た。

特定不妊治療、男
性不妊治療、一般
不妊治療に伴う治
療費の助成申請の
受付けおよび補助
金の交付を行っ
た。
一般不妊治療費助
成に係る県補助金
の交付申請を行っ
た。
平成28年より不
育症治療に対する
助成を開始した。

特定不妊治療、男
性不妊治療、一般
不妊治療、不育症
治療に伴う治療費
の助成申請の受付
けおよび補助金の
交付を行った。
一般不妊治療費助
成に係る県補助金
の交付申請を行っ
た。

特定不妊治療、男
性不妊治療、一般
不妊治療、不育症
治療に伴う治療費
の助成申請の受付
けおよび補助金の
交付を行った。
一般不妊治療費及
び不育症治療費助
成に係る県補助金
の交付申請を行っ
た。

特定不妊治療、男
性不妊治療、一般
不妊治療、不育症
治療に伴う治療費
の助成申請の受付
けおよび補助金の
交付を行った。
一般不妊治療費及
び不育症治療費助
成に係る県補助金
の交付申請を行っ
た。

〇

H27男性不妊治療費の助成
の開始およびH3１対象者の
拡充、H28不育治療費の助
成の開始および対象となる
治療内容等の拡充を行っ
た。H28特定不妊治療費助
成の対象年齢と回数の拡充
を行った。

44 子育てグループ

就園前の子どもと保護者を対象
に、子育てについての学習やお
互いの交流を図るため、子育て
グループの活動を支援する。

社会教育課

社会教育課主催の５
グループが公民館を
拠点に活動し、焼津
市家庭教育ネット
ワーカーがその活動
をサポートした。グ
ループを集約したこ
とにより、各グルー
プがより活発に活動
できるようになっ
た。

×

45

ファミリー・サポート・セ
ンター事業（子育て援助活
動支援事業）

育児の援助を受けたい人と行い
たい人が登録し、相互援助の形
で、保護者が保育所の送迎がで
きないときなどに保護者の代わ
りに送迎する等の子育てを支援
する。また、利用促進のため、
利用料の助成を行う。

子育て支援課

会員数
依頼会員　598
人
提供会員　166
人
両方会員　33人
活動件数
1,375件
助成申請人数(延)
940人

会員数
依頼会員 648人
提供会員 126人
両方会員 35人
活動件数 2,383
件
助成申請人数 延
べ206人

延べ利用回数
4,116回
会員数
依頼会員　628
人
提供会員　134
人
両方会員　 42人

延べ利用回数
3,230回
会員数
依頼会員　668
人
提供会員　145
人
両方会員　39人

延べ利用回数
3,349回
会員数
依頼会員　701
人
提供会員　146
人
両方会員　38人

×

社会教育課主催の子育てグループ10グループと自主グループ１つの、計１
１の子育てグループが公民館を拠点に活動し、焼津市家庭教育ネットワー
カーがその活動をサポートしている。
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資料４

46 地域子育て支援拠点事業

乳幼児及びその保護者が相互の
交流を行う場所を提供し、子育
てについての相談、情報の提
供、助言、子育て及び子育て支
援に関する講習等を行う。

子育て支援課

市内８カ所(直営
３･委託５)で実施
・利用者数計：
95,657人
・相談件数計：
2,118件

市内８か所(直営
３、委託５)で実
施
・利用者数計：
93,686人
・相談件数計：
5,137件

市内８か所(直営
３、委託５)で実
施
・利用者数計：
95,067人
・相談件数計：
5,083件

市内８か所(直営
３、委託５)で実
施
・利用者数計：
95,404人
・相談件数計：
3,739件

市内８か所（直営
３、委託５）で実
施
利用者数計：
78,495人
相談件数：
3,909件

〇

H30より子育てコンシェル
ジュの配置を４人に増や
し、相談体制を一層強化す
ることができた。

47
家庭的保育事業（旧保育マ
マ事業）

家庭的保育者が、家庭的保育者
の居宅等において乳幼児の保育
を行う。「子ども・子育て支援
新制度」において、家庭的保育
事業として位置付けされた。

保育・幼稚園
課

×
家庭的保育事業の開設希望
があれば、相談に応じる。

48
放課後児童健全育成事業
（放課後児童クラブ）

昼間保護者がいない家庭の小学
校児童を対象に、放課後におけ
る生活や遊びの場を提供し、児
童の健全育成を図る。

子育て支援課

・H27.4入所児
童数　823人
（22クラブ）
・焼津西小、小川
小学校区民間施設
の賃貸及び改修工
事ほか
・3支援の単位の
増により、19ｸﾗ
ﾌﾞから22ｸﾗﾌﾞへ
・地域の人々に学
ぶ事業実施

・平成28年４月
入所児童数
912人（20クラ
ブ）
・黒石地区民間施
設の賃貸及び改修
工事
・なかよし東クラ
ブ移転改修工事

・平成29年４月
入所児童数
981人（21クラ
ブ）
・和田地区放課後
児童クラブ施設整
備
・夏季限定放課後
児童クラブ開設

・平成30年４月
入所児童数
1,033人（23ク
ラブ）
・夏季限定放課後
児童クラブ開設

・平成31年４月
入所児童数
1,089人（25ク
ラブ）
・夏季限定放課後
児童クラブ開設
・新型コロナ緊急
対策

〇

H29年度より、新規に夏季
限定放課後児童クラブの開
設を開始した。
少子化の中、入所児童数・
クラブ数ともに増加してい
る。令和２年度は２クラブ
増加して27クラブに。

49
放課後児童クラブ支援員の
研修等の支援

放課後児童クラブ支援員の資質
の向上を図るため、市内学童保
育指導員会が実施している研修
会等の支援をする。

子育て支援課 ×

50 保育所園庭開放
家庭で子育てしている保護者と
子どものために保育所の園庭を
開放する。

保育・幼稚園
課

〇
相談機能の一部を担う形
で、子育て中の保護者支援
を重点に行った。

全公立幼稚園
年間延べ日数80日
述べ参加人数
1870組

年間延べ日数84
日、延べ参加組数
1,348組

年間延べ日数92
日、延べ参加組数
1,316組

年間延べ日数86日
年間延べ参加数
1183組

年間延べ日数66
日
年間延べ参加数９
83組

大富 13日433組 15日246組 8日170組 10日196組 8日1３１組

さつき 14日398組 12日215組 11日220組 11日181組 1２日1３９組

静浜 15日319組 18日229組 19日227組 16日227組 1１日2０７組

東益津 12日50組 12日264組 15日197組 12日98組 1０日１６３組

下藤分園 9日74組 ９日64組 11日108組 9日87組 ８日４7組

大井川西 9日271組 10日122組 10日217組 10日217組 10日１６３7組

大井川南 8日181組 ８日208組 1８日177組 1８日177組 ７日133組

子どもの数の減少に伴い、
利用者数も減少傾向にある
ものの、子育て全般に関す
る相談も行った。

保育・幼稚園
課

未就園児親子に幼稚園を体験し
てもらい、就園前に保護者同
士・子ども同士のふれあいの場
を提供する。

幼稚園園庭開放51 〇

放課後児童クラブ指導員会の支援を積極的に行った。

毎週園庭開放を実施（13園）

従前の保育ママ事業を引き継いだ事業であるが、開設事業者はなかった。
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52 公開保育
幼稚園における保育を小中学校
の教員が参観し、子どもたちの
健全な学習環境の研究を行う。

保育・幼稚園
課

学区の小中学校に
園内研修の案内を
送付し、参加を依
頼
幼小中合同研修会
を年1回実施
焼津市保育・幼稚
園課訪問（公立
11園）、静西教
育事務所地域支援
課定期訪問（大井
川西幼稚園）を受
け、保育参観・協
議を実施
小中２年次研修会
場園として、保育
を公開（下藤分
園）

学区の小中学校に
園内研修の案内を
送付し、参加を依
頼
保幼小連絡会を年
１回開催
焼津市保育・幼稚
園課訪問（公立
11園）、静西教
育事務所地域支援
課定期訪問（大井
川西幼稚園）を受
け、保育参観・協
議を実施
小中２年次研修会
場園として、保育
を公開（下藤分
園）

学区の小中学校に
園内研修の案内を
送付し、参加を依
頼
保幼小連絡会を年
１回開催
焼津市保育・幼稚
園課訪問（公立
11園）、静西教
育事務所地域支援
課定期訪問（大井
川西幼稚園）を受
け、保育参観・協
議を実施
小中２年次研修会
場園として、保育
を公開（下藤分
園）

学区の小中学校に
園内研修の案内を
送付し、参加を依
頼。
保幼小連絡会を年
１回開催。
焼津市保育・幼稚
園課訪問（公立
11園）、静西教
育事務所地域支援
課定期訪問（東益
津幼稚園）を受
け、保育参観・協
議を実施。
焼津市主催小中２
年次研修や小中中
堅教諭等資質向上
研修会の会場園と
して、保育を公開
（大井川南、さつ
き幼稚園）

学区の小中学校に
園内研修の案内を
送付し、参加を依
頼。
保幼小連絡会を年
１回開催。
焼津市保育・幼稚
園課訪問（公立
11園）、静西教
育事務所地域支援
課定期訪問を受
け、保育参観・協
議を実施（さつき
幼稚園）
焼津市主催小中２
年次研修や小中中
堅教諭等資質向上
研修会の会場園と
して、保育を公開
（静浜、大井川西
幼稚園）

〇

年２回保育研修会開催
大学教授を講師に招き、保
育参観・事後研修を実施す
る。
小中学校の教員の参加者数
（事後協議）も増えてい
る。

53
私立幼稚園教職員研修等補
助事業

焼津市私立幼稚園協会主催の教
員研修に要する費用や、親子と
教員のふれあいを目的とした
チャイルド・チャレンジ大会に
要する費用を補助する。

保育・幼稚園
課

以下の研修事業を
実施した焼津市私
立幼稚園協会に対
し補助金を交付し
た。
教員実技研修（３
回）
地区活動研修（10
回）
公開保育（２回新
屋・すみれ台）
子育て情報提供事
業（１回）
子育て講演会
（120人参加）
子育てフェア
（1,779人参加）
園児絵画展
（1,628人参加）

以下の研修事業を
実施した焼津市私
立幼稚園協会に対
し補助金を交付し
た。
教員実技研修（５
回）
地区活動研修（１
回）
公開保育（２回小
川・弘香）
子育て情報提供事
業（１回）
子育てフェア
（1,612人参
加）
園児絵画展
（1,516人参
加）

以下の研修事業を
実施した焼津市私
立幼稚園協会に対
し補助金を交付し
た。
教員実技研修（５
回）
地区活動研修（3
回）
公開保育（２回豊
田・西町）
子育て情報提供事
業（１回）
子育てフェア
（1,442人参
加）
園児絵画展
（1,513人参
加）

以下の研修事業を
実施した焼津市私
立幼稚園協会に対
し補助金を交付し
た。
教員実技研修（５
回）
地区活動研修
（10回）
公開保育（２回み
なと・まどか）
子育て情報提供事
業（１回）
子育てフェア（約
1,500人参加）
園児絵画展
（1,590人参
加）

以下の研修事業を
実施した焼津市私
立幼稚園協会に対
し補助金を交付し
た。
教員実技研修（４
回）
地区活動研究（１
０回）
公開保育（２回三
和・みやじま）
子育て情報提供事
業（１回：子育て
講演会120人参
加）
子育てフェア（約
７00人参加）
園児絵画展
（1,404人参加）

×

54 親子ふれあいホールの活用

公民館に設置された、親子が自
由に利用・交流することのでき
る親子ふれあいホールの活用を
推進する。

社会教育課 ×

55
しずおか子育て優待カード
事業（県との協働事業）

子育て家庭を地域全体で応援するこ
とを目的に、協賛店舗（施設）で
カードを提示すると様々な応援サー
ビスを受けることができる。

子育て支援課

市内協賛店舗数
206件
県内協賛店舗数
6,325件

×

親子が自由に利用できる親子ふれあいホールを開放した。

カードの配布及び協賛店舗（施設）に関する手続きを行った。
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56 世代間交流事業

高齢者福祉施設等を訪問した
り、地域のお年寄りを保育所に
招待し、季節的行事や伝承遊び
を通して、世代間の交流を図
る。

保育・幼稚園
課

×

57 異年齢児交流等事業

保育所を卒園した子どもや地域の子
どもとともに、地域的行事、ハイキ
ング等の共同活動を通じて、子ども
の社会性を養う。

保育・幼稚園
課

×

58 地域との交流事業
公民館の行事や地域の祭りに参
加し、地域住民との交流を深め
る。

保育・幼稚園
課

×

59
総合型地域スポーツクラブ
事業

地域住民が会費制で運営する地
域に密着したクラブであり、複
数の種目を用意し、子どもから
高齢者まで、誰もが気軽に楽し
め、地域の交流の場や健康づく
り、青少年健全育成の場となる
ことを目指す。

スポーツ課

・１２種目のス
ポーツ教室開実施
・地元小中学校の
授業への協力
・公民館イベント
への協力（予定）
・地元小学校の各
水泳教室の

12種目のスポー
ツ教室開催
地元小中学校への
協力
公民館イベントへ
の協力
地元小学校(黒
石・大富)での夏
期水泳教室の開催

・スポーツ教室開
催
・地元小中学校へ
の協力
・公民館イベント
への協力
・地元小学校（黒
石・大富）での夏
期水泳教室の開催

・スポーツ教室開
催
・地元小中学校へ
の協力
・公民館イベント
への協力
・地元小学校（黒
石・大富）での夏
期水泳教室の開催

・スポーツ教室開
催
・地元小中学校へ
の協力
・公民館イベント
への協力
・地元小学校（黒
石・大富）での夏
期水泳教室の開催

×

60
焼津市教育研究会生徒指導
主事・主任研修会

焼津警察署、青少年教育相談セン
ター、家庭児童相談室等の関係機関
からなる委員会において、問題行動
のある児童・生徒への対応や問題行
動を予防するための具体的な手だて
を協議する。

学校教育課 ×

61
青少年教育相談センター広
報啓発活動

相談センターだよりの発行、街
頭キャンペーン、広報誌等によ
る広報啓発活動を実施する。

社会教育課 ×

62
青少年ボランティア人材バ
ンク

青少年のボランティア活動の推
進と定着を図るため、市内に在
住・通学している中学生・高校
生を対象としたボランティア人
材バンクを運営する。

社会教育課

登録者数　387
名
受入団体数　25
団体

人材バンク登録者に
対しボランティアに
関する情報を提供す
るなどの活動を実施
した。
目標登録者数
396名　目標受入
団体数　29団体

人材バンク登録者に
対しボランティアに
関する情報を提供す
るなどの活動を実施
した。
目標登録者数
352名　目標受入
団体数　28団体

人材バンク登録者に
対しボランティアに
関する情報を提供す
るなどの活動を実施
した。
目標登録者数
359名　目標受入
団体数　30団体

人材バンク登録者に
対しボランティアに
関する情報を提供す
るなどの活動を実施
した。
登録者数　332名
受入団体数　32団
体

×

63 チビッコ広場維持管理事業

チビッコ広場の管理を地元自治
会に委託し、地域児童の遊び場
等に利用し、児童福祉の向上を
図る｡

子育て支援課

チビッコ広場の維
持・管理を実施。
広場数：33広場
修繕件数：７件
中根チビッコ広場
移設整備

チビッコ広場の維
持・管理を実施。
広場数：33広場
修繕件数：10件
三和第一チビッコ
広場防球ネット取
替

チビッコ広場の維
持・管理を実施。
広場数：34広場
三ヶ名チビッコ広
場を廃止した。

チビッコ広場の維
持・管理を実施。
広場数：33広場
三右衛門新田チ
ビッコ広場を廃止
した。

チビッコ広場の維
持・管理・整備を
実施。
広場数：32広場
飯淵チビッコ広場
築造工事の実施設
計を行った。

×

相談センターだより夏号の発行、懸垂幕の掲揚、啓発用ティッシュの配布等による広報啓発活
動を実施した。

地域のミニデーのお年寄りを園行事等の折に保育園に招待してふれあいを楽しんだり地域のお
年寄りを訪問したりして世代間交流を行った。

卒園した児童を夏祭りや運動会に招いたり、全ての小学校において児童とのふれあい活動を
行ったりした。

地域の老人会や公民館祭りを始めとして地域の様々な活動に参加し、地域住民とふれあい、交
流を深めた。

「焼津市教育研究会　生徒指導部研修会」等において、児童生徒への指導方針の確認および、
問題行動のある児童生徒への対応と諸機関との連携について、小・中学校全体で年間3回程
度、必要に応じて小学校、中学校部会を開き協議した。

世
代
間
交
流
の
充
実
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64 海の子・山の子交流教室

それぞれの郷土の愛着心や相互
理解を深めることを目的とし
て、川根本町と焼津市の小学生
を対象とした交流体験事業を実
施する。

社会教育課

<山の体験>
日程：5月16日
～17日（1泊2
日）
場所：川根本町内
参加者：市内及び
川根本町の小学
5・6年生　30名
内容：トロッコ電
車乗車、ダム見学
等
<海の体験>
日程：8月19日
～20日（1泊2
日）
場所：焼津市内
（青少年の家宿
泊）
参加者：市内及び
川根本町の小学
4・5年生　37名
内容：焼津漁港見
学、カヌー体験他

<山の体験>
日程：5月21日
～22日（１泊２
日）
場所：川根本町内
参加者：市内及び
川根本町の小学
5、6年生　39名
内容：トロッコ電
車乗車、ダム見学
等
<海の体験>
日程：8月18日
～19日（１泊２
日）
場所：焼津市内
（青少年の家宿
泊）
参加者：市内及び
川根本町の小学
４，５年生　37
名
内容：焼津漁港見
学、黒はんぺんづ
くり他実施した。

<山の体験>
日程：5月20日
～21日（1泊2
日）
場所：川根本町内
参加者：市内及び
川根本町の小学
5、6年生　31名
内容：トロッコ電
車乗車、ダム見学
等
<海の体験>
日程：8月17日
～18日（1泊2
日）
場所：焼津市内
（青少年の家宿
泊）
参加者：市内及び
川根本町の小学
4，5年生　36名
内容：焼津漁港見
学、黒はんぺん作
り他実施した。

<山の体験>
日程：5月19日
～20日（1泊2
日）
場所：川根本町内
参加者：市内及び
川根本町の小学
5、6年生　33名
内容：トロッコ電
車乗車、ダム見学
等
<海の体験>
日程：8月16日
～17日（1泊2
日）
場所：焼津市内
（青少年の家宿
泊）
参加者：市内及び
川根本町の小学
4，5年生　27名
内容：焼津漁港見
学、カヌー体験他
実施した。

<山の体験>
日程：5月18日～
19日（1泊2日）
場所：川根本町内
参加者：市内及び
川根本町の小学
5、6年生　25名
内容：トロッコ電
車乗車、ハイキン
グ等
<海の体験>
日程：8月22日～
23日（1泊2日）
場所：焼津市内
（青少年の家宿
泊）
参加者：市内及び
川根本町の小学
4、5、6年生　３
９名
内容：焼津漁港見
学、カヌー体験他
<山の体験>
日程：10月26日
～27日（1泊2
日）
場所：川根本町内
参加者：市内及び
川根本町の小学
4、5、6年生　3
６名
内容：トロッコ電
車乗車、ハイキン
グ等

×

65 やいづ少年の船

乗船体験を通して友情と協調性
を養うとともに、水産都市焼津
への興味と理解を深めることを
目的とし、市内中学校２・３年
生を対象に、２泊３日の海上体
験研修を実施する。

社会教育課

日程：7月27日
～29日（2泊3
日）
目的地：伊豆大島
参加者：市内の中
学3年生　36名
研修内容：ロープ
ワーク、釣り体
験、見原山登山等

日程：7月25日
～27日（２泊３
日）
目的地：伊豆大島
参加者：市内の中
学３年生　35名
研修内容：ロープ
ワーク、釣り体
験、見原山見学等
を実施した。

日程：7月24日
～26日（2泊3
日）
目的地：伊豆大島
参加者：市内の中
学3年生　36名
研修内容：ロープ
ワーク、釣り体
験、見原山見学等
を実施した。

日程：7月23日
～25日（２泊３
日）
目的地：伊豆大島
参加者：市内の中
学2、3年生　34
名
研修内容：ロープ
ワーク、釣り体
験、見原山見学等

日程：7月24日
～26日（２泊３
日）
目的地：伊豆大島
参加者：市内の中
学2、3年生　35
名
研修内容：ロープ
ワーク、釣り体
験、三原山見学等
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66 環境基本計画推進事業
親子水生生物教室、動植物観察
教室（栃山川自然生態公園、瀬
戸川）を実施する。

環境生活課

朝比奈川親子水生生
物教室：平成27年
7月25日開催（参
加者10名）
瀬戸川動植物観察教
室：平成27年8月1
日開催（参加者14
名）
親子社会見学：平成
27年8月21日開催
（参加者12名）

朝比奈川親子水生
生物教室：平成
28年8月11日開
催（参加者40
名）
親子社会見学：平
成28年8月9日開
催（参加者20
名）

朝比奈川親子水生
生物教室：平成
29年8月11日開
催（参加者32
名）
親子社会見学：平
成29年8月10日
開催（参加者10
名）

朝比奈川親子水生
生物教室：平成
30年8月11日開
催（参加者31
名）
親子社会見学：平
成30年8月9日開
催（参加者16
名）

朝比奈川親子水生
生物教室：令和元
年8月11日開催
（参加者３８名）
親子社会見学：令
和元年8月２日開
催（参加者６名）

×

67 子ども体験活動教室
心豊かな子どもを育てることを
目的とし、公民館で、多彩な体
験活動を実施する。

社会教育課

各公民館におい
て、子どもや親子
を対象にした講座
を開催した。

各公民館におい
て、子どもや親子
を対象にした講座
を開催した。

各公民館において
子どもや親子を対
象とした講座を実
施した。

各公民館において
子どもや親子を対
象とした講座を実
施した。

各公民館において
子どもや親子を対
象とした講座を実
施した。(あそび
なんでも探偵団
（小川公民館）
ジュニア合唱団・
吹奏楽団（大井川
公民館）等

×

68 子ども会活動への支援

青少年の健全な育成を図るため、子
ども会及び児童文化の発展のための
事業を実施している焼津市子ども会
連合会に対して、補助金の交付等の
活動支援を行う。

学校教育課
社会教育課

×

69
伝統芸能や技術などの子ど
も体験教室

郷土の文化遺産を直接体感する
ことによって豊かな郷土愛を育
む。

文化財課

伝統文化子ども教室
（竹のおもちゃ、七
夕、水でっぽう、石
器時代体験、勾玉製
作、門松作り等の教
室）を計８回開催
し、参加者316
名。県指定文化財の
焼津神社獅子木遣り
の公開事業を１回開
催し、参加者65
名。

伝統文化子ども教室
（竹のおもちゃ、七
夕、水でっぽう、石
器時代体験、勾玉製
作、門松作り等の教
室）を計７回開催
し、参加者231
人。県指定文化財の
焼津神社獅子木遣り
の公開事業を１回開
催し、参加者86
名。

伝統文化子ども教
室（竹のおも
ちゃ、七夕、水鉄
砲、石器時代体
験、勾玉製作、門
松作り等の教室）
を計７回実施、参
加者225人。県
指定文化財の焼津
神社獅子木遣りの
公開事業１回は
65人が参加。

伝統文化子ども教
室（竹のおも
ちゃ、七夕、水鉄
砲、石器時代体
験、勾玉製作、門
松作り等の教室）
を計７回実施、参
加者261人。県
指定文化財の焼津
神社獅子木遣りの
公開事業１回は
65人が参加。

伝統文化子ども教
室（竹のおも
ちゃ、七夕、水鉄
砲、石器時代体
験、勾玉製作、門
松作り等の教室）
を計6回実施、参
加者202人。県
指定文化財の焼津
神社獅子木遣りの
公開事業は64人
が参加

×

70 ディスカバリーパーク焼津

天文科学館と温水プール（水夢
館）を核とする複合施設であ
り、「宇宙」・「海」・「自
然」の3つのテーマを通して、
「不思議・好奇心・発見」に出
会うきっかけづくりをする。

ディスカバ
リーパーク焼
津

天文科学館

H27年度有料入
場者数実績
120,754人
開館日数２８6日

平成28年度有料
入場者数
124,974人
開館日数 287日

平成29年度有料
入場者数
125,156人
開館日数 286日

平成30年度有料
入場者数
129,155人
開館日数 286日

令和元年度有料
入場者数
130,078人
開館日数 256日

×

（社会教育課）焼津市子ども会健全育成事業補助金交付決定　380千円
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71 スポーツクラブ事業

市民がスポーツで汗を流し、仲
間と楽しい時間を過ごすことを
目的とし、総合体育館及び焼津
体育館において、土曜日の午前
中に軽スポーツを中心に活動を
する。

スポーツ課

年間１６回の開
催。（うちフット
サルのみの開催が
３回。
８月現在の参加者
は569人。

総合体育館にて軽
スポーツ(バドミ
ントン、スポレッ
ク等)を12回、焼
津体育館にてフッ
トサルを15回開
催した。平成28
年度の合計参加者
数は1,528人

総合体育館改修工
事に伴い、焼津体
育館のみでソフト
バレー、バドミン
トン、スポレッ
ク、フットサルを
計14回開催。参
加者は延べ342
人

総合体育館で軽ス
ポーツ（バドミン
トン、スポレック
等）を、焼津体育
館でフットサルを
全12回開催。参
加者は述べ1021
人

総合体育館で軽ス
ポーツ（バドミン
トン、スポレック
等）を、焼津体育
館でフットサルを
全1１回開催。参
加者は述べ894
人

〇
誰でも簡単に取り組むこと
ができるレクリエーション
スポーツを取り入れた。

72 スポーツ教室

運動の日常化により、健康増
進・体力向上、明るい仲間づく
りを目指す。総合体育館、焼津
体育館、大井川体育館及び水夢
館において、幼児、親子、女
性、リズム、高齢者、健康増
進、太極拳の体操教室と子ど
も、女性、成人の水泳教室を行
う。

スポーツ課

体操教室は、幼
児、親子、女性な
ど,７つの年齢層
を対象に23コー
スを年3期に分け
て実施。水泳教室
は5教室を年間5
期に分けて実施。
体操、水泳を合わ
せた昨年度の参加
者は4644人。

体操教室は未就園
児から高齢者まで
各年齢層に応じた
教室(７種類23
コース)を年３期
に分け開催し、受
講者数は3,479
人だった。水泳教
室は幼児から一般
まで各年齢層に応
じた４教室を年３
期(子ども水泳は
５期)に分け実施
し、受講者数は
698人だった。

体操教室は未就園
児から高齢者まで
各年齢層に応じた
教室（７種類23
コース）を年3期
に分け開催し、受
講者数は2,546
人だった。水泳教
室は幼児から一般
まで各年齢層に応
じた4教室を年3
期（子ども水泳は
5期）に分け実施
し、受講者数は
750人。

体操教室は未就園
児から高齢者まで
各年齢層に応じた
教室（７種類23
コース）を年3期
に分け開催し、受
講者数は2,563
人だった。水泳教
室は幼児から一般
まで各年齢層に応
じた4教室を年3
期（子ども水泳は
5期）に分け実施
し、受講者数は
683人。

体操教室は未就園
児から高齢者まで
各年齢層に応じた
教室（9種類23
コース）を年3期
に分け開催し、受
講者数は2,508
人だった。水泳教
室は一般のみ実施
し2教室を年3期
に分け実施し、受
講者数は232
人。今年度より水
泳教室の幼児の部
門は、水夢館指定
管理に移行した。
また、コロナウイ
ルス感染対策とし
て３月の教室は中
止した。

〇
体操教室のコースを7種類
から9種類へ拡大した。

73 スポーツ少年団
スポーツによる青少年健全育成
を目的とし、市内６４団体が組
織的に活動を行う。

スポーツ課

6月17日　ス
ポーツ少年団母集
団研修会
8月21日　焼津
市土岐市交流大会
11月23日　ス
ポーツ少年団交流
大会
11月28日　ス
ポーツ少年団体力
テスト
１月23日　ス
ポーツ少年団合同
体験会

６月17日 スポー
ツ少年団母集団研
修会
８月21日 焼津市
土岐市交流大会
11月23日 ス
ポーツ少年団交流
大会
12月11日 ス
ポーツ少年団体力
テスト
１月21日 スポー
ツ少年団合同体験
会

6月23日　ス
ポーツ少年団母集
団研修会
8月20日　焼津
市土岐市交流大会
11月23日　ス
ポーツ少年団交流
大会
12月10日　ス
ポーツ少年団体力
テスト
１月20日　ス
ポーツ少年団合同
体験会

6月29日　スポー
ツ少年団母集団研
修会
７月31日　日独ス
ポーツ少年団交流
8月19日　焼津市
土岐市交流大会
11月23日　ス
ポーツ少年団交流
大会
12月9日　スポー
ツ少年団体力テス
ト
１月26日　スポー
ツ少年団合同体験
会

6月21日　ス
ポーツ少年団母集
団研修会
8月18日　焼津
市土岐市交流大会
11月23日　ス
ポーツ少年団交流
大会
12月8日　ス
ポーツ少年団体力
テスト
１月25日　ス
ポーツ少年団合同
体験会

×
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74
総合型地域スポーツクラブ
事業（№59再掲）

地域住民が会費制で運営する地
域に密着したクラブであり、複
数の種目を用意し、子どもから
高齢者まで、誰もが気軽に楽し
め、地域の交流の場や健康づく
り、青少年健全育成の場となる
ことを目指す。

スポーツ課

・１２種目のス
ポーツ教室開実施
・地元小中学校の
授業への協力
・公民館イベント
への協力（予定）
・地元小学校の各
水泳教室の

12種目のスポー
ツ教室開催
地元小中学校への
協力
公民館イベントへ
の協力
地元小学校(黒
石・大富)での夏
期水泳教室の開催

・スポーツ教室開
催
・地元小中学校へ
の協力
・公民館イベント
への協力
・地元小学校（黒
石・大富）での夏
期水泳教室の開催

・スポーツ教室開
催
・地元小中学校へ
の協力
・公民館イベント
への協力
・地元小学校（黒
石・大富）での夏
期水泳教室の開催

・スポーツ教室開
催
・地元小中学校へ
の協力
・公民館イベント
への協力
・地元小学校（黒
石・大富）での夏
期水泳教室の開催

75
ニュースポーツ・フェス
ティバル

ニュースポーツの紹介と体験の
場を設け、子どもや親子、家族
で気軽にスポーツに親しむ機会
を提供する。

スポーツ課 10月８日に実施 10月８日に実施 10月13日に実施
１０月１４日に実
施

- ×

76 市民トリム大会
運動を通してバランスのとれた
体力づくりと健康増進を目指
し、ウォーキング大会を行う。

スポーツ課

「焼津アルプスを
めぐる」旅とし
て、「満観峰」、
「高草山山頂」、
「笛吹き段公園」
の３コースを設定
し、参加者約
180人が山歩き
を楽しんだ。

焼津アルプスをめ
ぐる旅として、
「満観峰」、「高
草山山頂」、「笛
吹き段公園」の３
コースを設定し、
参加者148人が
山歩きを楽しん
だ。

「焼津アルプス
ウォーキング」と
して、「満観
峰」、「高草山山
頂」、「笛吹き段
公園」の３コース
で実施。181人
が参加。

高草山周辺で「山
頂」「笛吹段中
腹」「山麓歴史」
の３コースで実
施、１８４名が参
加

悪天候のため未実
施

〇
参加者拡大のため山コース
以外に平坦なコースを取り
入れた。

77

おはなし会、ろうどく会、
子ども映画会、おはなしの
へや、むかしばなしのへ
や、あかちゃんおはなし会

幼少年期に本と出会い、本の楽
しさを知ってもらうため、毎週
土曜日に幼児、低学年児童を対
象とした絵本や紙芝居の読み聞
かせ、小学校中学年以上の児童
を対象とした文学作品や昔話の
朗読を実施する。また、空想力
や想像力を養うため月１回、映
画を上映する。

図書課

計画どおりに実
施。参加者延
４,３６０人
［開催状況］
おはなし会各種
(全166回、延４,
２４８人)
映画会(全５回、
延１１２人)

計画どおりに実
施。参加者延
4,138人
［開催状況］
おはなし会各種
(全174回、参加
者4,043人)
映画会(全５回、
参加者95人)

計画どおりに実
施。参加者延
3,183人
［開催状況］
おはなし会各種
(全163回、参加
者3,125人)
映画会(全５回、
参加者58人)

計画どおりに実
施。参加者延
3,494人
［開催状況］
おはなし会各種
(全174回、参加
者3,351人)
映画会(全５回、
参加者143人)

計画どおりに実施
(但し、新型コロナ
ウイルス感染症拡大
防止のため、3月は
中止した)。参加者
延2,706人
［開催状況］
おはなし会各種(全
164回、参加者
2,587人)
映画会(全５回、参
加者119人)

〇

【焼津】図書館以外の会場で行
うおはなし会として、H30年
度より「ぴよぴよおはなし会」
を、R元年度より「ぴよぴよ
こっこおはなし会」を、新規に
開始した。
【大井川】従来より継続してい
た小学校での読み聞かせを拡充
し、R元年度より大井川地区３
校全てで「おはなしのへや小学
校読み聞かせ会」を実施した。

78
こどもまつり、こどものつ
どい

親子や家族でよいものに触れ、
楽しむことで豊かな情操を育て
るとともに、本への興味を育む
ために実施する。

図書課

計画どおり実施。
参加者計864人
［開催状況］
講演会［1月１７
日］（23人）こ
どものつどい［3
月１２日］（３０
２人）こどもまつ
り［１０月24
日］（５５人）お
はなしフェスタ
（全５回　延
484人）

計画どおり実施。
参加者延558人
［開催状況］
こどものつどい
［2月5日］（参
加者292人）こ
どもまつり［10
月22日］（参加
者37人）おはな
しフェスタ（全4
回　参加者延
229人）

計画どおり実施。
参加者延846人
［開催状況］こど
ものつどい［2月
10日］（参加者
229人）こども
まつり［10月28
日］（参加者17
人）おはなしフェ
スタ等（全12回
参加者延600
人）

計画どおり実施。
参加者延983人
［開催状況］こど
ものつどい［３月
２日］（参加者
329人）こども
まつり［10月27
日］（参加者35
人）おはなしフェ
スタ等（全16回
参加者延619
人）

計画どおり実施。
参加者延530人
［開催状況］こど
ものつどい［２月
22日］（参加者
320人）こども
まつり［10月26
日］（参加者42
人）おはなしフェ
スタ等（全12回
参加者延168
人）

×
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79 読書推進

本と親しみ、読書習慣を身に付
けるよう成長段階にあった本の
紹介、読み聞かせの実践方法等
を学ぶ講座を実施する。また、
「調べ学習」等への援助・助言
を行う。

図書課

計画どおり実施。
こどもむけ講座
(全１４回、延１
４２人）

計画どおり実施。
こどもむけ講座
(全１7回、参加
者延１73人）、
手あそび講座（1
回、参加者12
組）

計画どおり実施。
こどもむけ講座
(全１4回、参加
者延１51人）、
読み聞かせ講座
（2回、参加者
30人）

計画どおり実施。
こどもむけ講座
(全１2回、参加
者延１25人）、
読み聞かせ講座
（4回、参加者
47人）

計画どおり実施。
こどもむけ講座
(全12回、参加者
延175人）、読
み聞かせ講座（9
回、参加者211
人）

×

80 児童センター事業

子どもの健全な遊び場の提供
や、各種体験講座を通じて、子
どもの健全育成、健康増進を図
る。

子育て支援課

大井川児童センター
とまとぴあを運営
開設日数：294日
利用者数：10,952
人

大井川児童センター
とまとぴあを運営
開設日数：294日
利用者数：12,399
人

大井川児童センター
とまとぴあを運営
開設日数：296日
利用者数：11,817
人

大井川児童センター
とまとぴあを運営
開設日数：296日
利用者数：11,537
人

大井川児童センター
とまとぴあを運営
開設日数：275日
利用者数：11,076
人

〇

H29年度に公園遊具や玄関
等改修してリニューアル
オープン。R2年度には再リ
ニューアルを予定してい
る。

81 地域における通学合宿

地域の宿泊可能な施設を拠点
に、年齢の異なる子どもたちが
共同生活しながら登下校する。
実施主体は地域の実行委員会。

社会教育課

焼津東・南小、大
井川東小、大井川
西小、大井川南
小、港小、和田小
学区で開催

焼津東・南小、大
井川東小、大井川
西小、大井川南
小、港小、和田小
学区で実施した。

大井川東小1、大
井川西小4、大井
川南小1、港小
1、和田小1、学
区で実施した。地
域コミより補助金
（市民会議）

大井川東小1、大
井川西小4、大井
川南小1、港小
1、和田小1、学
区で実施した。地
域コミより補助金
（市民会議）

大井川東小1、大
井川西小4、大井
川南小1、港小
1、和田小1、学
区で実施した。地
域コミより補助金
（市民会議）

×

82 放課後子供教室

地域の様々な方々の参画を得
て、子どもたちと共に学習やス
ポーツ・文化活動、地域住民と
の交流活動等の取組を実施す
る。

社会教育課

大富ふれあい広場
週５日開催
わんぱく寺子屋
月1回程度開催
わくわくチャレン
ジ南キッズ　週１
回程度開催

大富ふれあい広場
週５日開催
わんぱく寺子屋
月１回程度開催
わくわくチャレン
ジ南キッズ　週１
回程度開催

大富ふれあい広場
週５日開催
わんぱく寺子屋
月１回程度開催
わくわくチャレン
ジ南小キッズ　週
１回程度開催

※臨時職員削減
(1,170千円)、既
存の市職員対応と
する。

・大富ふれあい広
場　週５日開催
・わんぱく寺子屋
月１回程度開催
・わくわくチャレ
ンジ南小キッズ
週１回程度開催
・わくわくチャレ
ンジましづっこ
3回開催
・子ども体験交流
会（和田地区）お
化け屋敷

・大富ふれあい広
場　週５日開催
・わんぱく寺子屋
月１回程度開催
・わくわくチャレ
ンジ南小キッズ
週１回程度開催
・わくわくチャレ
ンジましづっこ
3回開催
・子ども体験交流
会（和田地区）お
化け屋敷
・子ども体験交流
会（小川地区）や
きいも作り
・子ども体験交流
会（大井川地区）
きのいいひつじ

〇

こども達の放課後対策とし
て、各地区での事業開催が
望まれているため、地域の
方々の参画を得て事業を増
設した。
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83 ブックスタート事業

未来を担う子どもたちの豊かな
心づくりを推進するため、乳児
と保護者に絵本を手渡し、絵本
を開く楽しい体験とともに心ふ
れあうひとときを持つきっかけ
をつくる。

図書課

計画どおり実施。
健康づくり推進課
主催の６～７か月
児相談に図書館職
員が赴き、絵本や
パンフレットを配
布するとともに、
一緒に絵本を読む
事の重要性を説明
している。参加者
９５６人

計画どおり実施。
健康づくり推進課
主催の６～７か月
児相談に図書館職
員が赴き、絵本や
パンフレットを配
布するとともに、
一緒に絵本を読む
事の重要性を説明
している。参加者
962人。

計画どおり実施。
健康づくり推進課
主催の６～７か月
児相談に図書館職
員が赴き、絵本や
パンフレットを配
布するとともに、
一緒に絵本を読む
事の重要性を説明
している。参加者
843人。

計画どおり実施。
健康づくり推進課
主催の６～７か月
児相談に図書館職
員が赴き、絵本や
パンフレットを配
布するとともに、
一緒に絵本を読む
事の重要性を説明
している。参加者
860人。

計画どおり実施。
健康づくり推進課
主催の６～７か月
児相談に図書館職
員が赴き、絵本や
パンフレットを配
布するとともに、
一緒に絵本を読む
事の重要性を説明
している。参加者
937人。

×

84 研究指定校
学習指導法の改善についての研
究や発表等を通して、本市の教
育力の向上を目指す。

学校教育課

学習指導法の
改善について
の研究や発表
等を通して、
焼津市の教育
力の向上を目
指した。

２７年度は大井川
中学校が研究発表
会を行った。

平成28年度は大
井川南小学校が研
究発表会を行っ
た。

平成29年度は東
益津中学校が研究
発表会を行った。

平成30年度は焼
津東小学校が研究
発表会を行った。

令和元年度は大富
中学校が研究発表
会を行った。

×

85
ゲストティーチャー等外部
人材の活用

地域の様々な技能を持った方々
を学校に招き、児童・生徒の学
ぶ機会を広げる。

学校教育課 ×

86
地域の人々に学ぶ会（学校
によって名称は異なる）

地域の教育力を学校に導入し、
児童・生徒の多面的理解を図っ
ていく。

学校教育課 ×

87 心の教室相談員の配置

児童・生徒の精神的安定を図る
ため、心の教室相談員を全小中
学校に配置する。また、相談員
の情報交換のため研修会を年３
回実施する。

学校教育課 ×

88
スクールカウンセラー活用
事業（県事業）

カウンセリング技能を持った専
門家を市内全小・中学校に配置
する。

学校教育課 ×

89 カウンセラーの派遣

不登校児童・生徒、保護者のカ
ウンセリングや、犯罪・いじめ
等にあった児童・生徒の精神的
ケアを行うため、市のカウンセ
ラーを各小中学校に派遣する。

学校教育課 ×

90
教育相談の時間の確保（各
学校）

各学校で、教育相談の期日や期
間を決めて実施する。子どもの
心の発達や学習面での相談等保
護者の要望に応じて実施する。

学校教育課 ×

クラブ活動や習字指導、マナー講座、読み聞かせ会、合唱指導など、多岐にわたって外部人材
を招き、専門性を生かした指導を受けた。

各学校で企画した学習会に地域の人材を多く招いて文化面などの学習をしてきた。学習の充実
につながるとともに、地域にも学校を理解していただく機会ともなった。

市内全小中学校に配置し、児童・生徒・保護者の相談活動にあたった。また、３回の心の教室
相談員研修会を行った。

市内全小・中学校に県教育委員会より配置されたスクールカウンセラーが、相談活動にあたっ
た。

各小中学校及び適応指導教室における不登校児童生徒・問題傾向のある児童生徒、及びその保
護者へのカウンセリングや、各小中学校教職員へ、児童生徒への関わり方について専門的なア
ドバイスを行った。

学期の変わり目や夏休み・冬休み、家庭訪問、授業参観・懇談会などの機会の他、希望相談を
積極的に受け入れながら教育相談を実施した。
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91
チャレンジスクール（適応
指導教室）

不登校児童・生徒のための教室
を開き、自立を促すための助
言・指導を行うとともに、学校
へ復帰できることを目指す。学
習指導の他に、遠足、体験学
習、スポーツ等も実施する。旧
大井川地区、旧焼津南部地区か
ら通級してくる児童・生徒に対
応できるように、大井川教室
（仮称）を開設する。

学校教育課

焼津チャレンジ・
大井川チャレンジ
両適応指導教室を
専任指導員５名、
カウンセラー１
名、スクールソー
シャルワーカー２
名の態勢で、自立
を促す助言・指
導、学習指導の
他、遠足、体験学
習、スポーツ、Ｎ
ＰＯ法人によるパ
ソコン指導等を実
施した。

×

92
要保護児童対策地域協議会
学齢児部会

被虐待児童・生徒、発達障害、
問題行動、不登校児童・生徒へ
の具体的支援策を協議する。関
係機関（児童相談所、市立病
院、焼津警察署、青少年教育相
談センター、適応指導教室指導
員、巡回相談員等）からなる小
委員会を年１０回開催する。教
職員を対象とした講演会、研修
会を年１回実施する。

学校教育課

年間7回の学齢児
部会を実施した。
小委員会（約２５
名）とネットワー
ク会議（約３０
名）の２つに区分
して開催した。教
職員対象の拡大研
修会は年間１回実
施した。

年間６回の学齢児
部会を実施した。
また、教職員を対
象とした拡大研修
会を１回実施し
た。

年間６回の学齢児
部会を実施した。
また、教職員を対
象とした拡大研修
会を１回実施し
た。

年間６回の学齢児
部会を実施した。
また、教職員を対
象とした拡大研修
会を１回実施し
た。

年間６回の学齢児
部会を実施した。
また、教職員を対
象とした拡大研修
会を１回実施し
た。

×

93
生徒指導対策委員会／いじ
め対策委員会（各学校）

校長、学年主任、生徒指導主事
（主任）、養護教諭、スクール
カウンセラー等からなる生徒指
導全般にわたる委員会であり、
不登校やいじめ、その他の問題
行動の未然防止や対応、児童・
生徒の健全な育成に向けての協
議を行う。

学校教育課 ×

94
小学校１年生学校生活安定
事業

義務教育初年度において、小学
校１年生の子どもが円滑な集団
生活への適応ができるように支
援する。

学校教育課

小学校１年生につい
て、市が全小学校に
小１サポーターを配
置した。入学したば
かりの児童が学習
面、生活面ともに落
ち着いた環境にあ
り、心の安定につな
がった。
配置人数　１３名

対象を小学校１年
から小学校低学年
に拡大し、実施し
た。小学校低学年
の児童が学習面、
生活面ともに落ち
着いた環境にあ
り、心の安定につ
ながった。
配置人数13人

対象を小学校１年
から小学校低学年
に拡大し、実施し
た。小学校低学年
の児童が学習面、
生活面ともに落ち
着いた環境にあ
り、心の安定につ
ながった。
配置人数13人

低学年を対象にし
て実施した。小学
校低学年の児童が
学習面、生活面と
もに落ち着いた環
境にあり、心の安
定につながった。
配置人数２６人

小学校１年生を対
象にして実施し
た。小学校１年の
児童が学習面、生
活面ともに落ち着
いた環境にあり、
心の安定につな
がった。
配置人数３９人

〇

平成３０年度に小学校に配
置する支援員を13人から２
６人に増員、令和元年より
小学校１年全学級に配置
（３９人）した。

焼津チャレンジ・大井川チャレンジ
両適応指導教室を専任指導員４名、
市カウンセラー１名、相談員1名の
態勢で、自立を促す助言・指導、学
習指導の他、遠足、体験学習、ス
ポーツ、ＮＰＯ法人によるパソコン
指導等を実施した。

焼津チャレンジ・大井川チャレンジ
両適応指導教室を専任指導員５名、
市カウンセラー１名の態勢で、自立
を促す助言・指導、学習指導の他、
遠足、体験学習、スポーツ、ＮＰＯ
法人によるパソコン指導等を実施し
た。

全小中学校において、定期的に開催し、問題行動関係児童生徒や不登校児童生徒の状況や指導
に関わる情報交換、支援の課題などについて協議した。また、必要に応じて随時、ケース会議
等で協議を行った。
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95
静岡式３５人学級編制（県
事業）

小学校３年生から中学校３年生
までを対象に、３５人学級編制
を実施する。

学校教育課

29年度より、静
岡式35人の下限
が小学校で全学年
撤廃されたため、
国の事業と併せて
全学年で少人数の
学級で学習するこ
とができるように
なり、落ち着いた
学習環境や、きめ
細やかな個に応じ
た指導が展開でき
るようになった。

×

96
特別支援教育支援員等の配
置

小・中学校に市が支援員を配置
し、学習活動が円滑にできるよ
うに支援を行う。また、特別な
配慮を必要とする個人に対し支
援をするための支援員を配置す
る。

学校教育課 ×

97
中学校ＡＬＴ（英語指導助
手）の派遣

中学校において、外国人ＡＬＴ
による生きた英語教育を実践す
る。

学校教育課 ×

98 小学校英語講師派遣事業
４人の小学校ＡＬＴが市内小学
校１３校を巡回し英語活動の補
助指導を行う。

学校教育課

４名の小学校外国
語活動講師を市内
小学校13校に派
遣し、学級担任と
のTTにより、小
学校外国語活動の
充実を図った。
各校５、６年生１
学級につき17時
間。

４名の小学校外国
語活動講師を市内
小学校13校に派
遣し、学級担任と
のTTにより、小
学校外国語活動の
充実を図った。
各校５、６年生１
学級につき17時
間。

６名の小学校外国
語活動講師を市内
小学校13校に派
遣し、学級担任と
のTTにより、小
学校外国語活動の
充実と新学習指導
要領への対応を
図った。
各校５、６年生１
学級につき30時
間。

１０名の小学校
ALTを市内小学校
13校に派遣し、学
級担任とのTTによ
り、小学校外国語
活動の充実と新学
習指導要領への対
応を図った。
各校３，４年１学
級につき15時間、
５，６年生１学級
につき５０時間の
支援を行った。

10名の小学校
ALTを市内小学
校に派遣し、学級
担任とのTTによ
り、小学校外国語
活動の充実と新学
習指導要領への対
応を図った。
各校３，４年１学
級につき15時
間、５，６年生１
学級につき50時
間の支援を行っ
た。

〇

平成29年度に小学校に派遣
するＡＬＴを４人から６人
に増員、平成30年度には
10人に増員し、小学校外国
語活動の充実と新学習指導
要領への対応を図った

99 学校公開（各学校）

各学校において、授業や行事を
保護者や地域の方に公開し、学
校の教育活動を理解していただ
く。また、地域の方からの意見
を参考にして、今後の教育活動
に生かす。

学校教育課 ×
各学校において、授業や行事を保護者や地域の方に公開し、学校の教育活動を理解していただ
いた。また、地域の方からの意見を参考にして、今後の教育活動に活かすことができた。

２５年度から小学校３年生まで対応
が拡充がなされたことで、国の事業
と併せて全学年で少人数の学級で学
習することができるようになり、落
ち着いた学習環境や、きめ細やかな
個に応じた指導が展開できるように
なった。

静岡式35人学級により、国の事業と
併せて全学年で少人数の学級で学習
することができるようになり、落ち
着いた学習環境や、きめ細やかな個
に応じた指導が展開できるように
なった。

市内全小・中学校の在籍児童生徒数に応じて特別支援教育支援員を配置した。また、特別支援
学級のある学校を中心として個別支援員を配置した。個別支援員は、対象の児童生徒について
見直しを行い、より大きな成果を上げられるような配置とした。

中学校において外国人ALTが英語の指導の支援を行い、生徒の英語力向上につなげた。ま
た、中学校英語話し方能力大会のための練習指導を依頼した。
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100 学校体育館開放

スポーツ少年団等の子どもに対
しては午後７時まで、成人向け
には、社会体育活動として午後7
時から９時まで開放する。

スポーツ課

小学校体育館では
3,796団体
63,485人、中学
校体育館では
4,111団体
67,635人、合計
7,907団体1,120
人の利用。小学校
グラウンドでは、
183団体5,090
人、中学校グラウ
ンドでは430団体
17,031人合計
613団体22,121
人の利用。利用団
体は、一般団体・
自治会スポーツ活
動等。

小学校体育館では
3,940団体
66,707人
中学校体育館では
4,322団体
70,945人
合計8,262団体
137,652人の利
用。
小学校グラウンドで
は、210団体
4,828人
中学校グラウンドで
は357団体
15,522人
合計567団体
20,350人の利用。
利用団体は、一般団
体・自治会スポーツ
活動等

小学校施設受付管
理人２４名、中学
校施設受付管理人
２０名　その他社
会体育施設３名合
計４７名に対し、
委嘱し、施設開放
を行なっている。

小学校施設受付管
理人25名、中学
校施設受付管理人
20名、合計45名
に対し、委嘱し、
施設開放を行なっ
ている。

小学校13校19施
設、中学校9校
19施設について
夜間開放を行い、
132,689人の利
用があった。

×

101 初任者研修会（県事業） 初任者教員の質の向上を図る。
学校教育課

保育・幼稚園
課

（学校教育課）県
の計画に沿って、
研修等を進めた。
（保育・幼稚園
課）公立幼稚園初
任者２名の資質向
上が図られた。

（学校教育課）継
続
（保育・幼稚園
課）公立幼稚園初
任者３名の資質向
上が図られた。

（学校教育課）初
任者の資質向上が
図られた。

（学校教育課）初
任者の資質向上が
図られた。

（学校教育課）研
修を実施し、初任
者の資質向上が図
られた。

×

102 １０年研修会（県事業）
教職１０年経験者の質の向上を
図る。

学校教育課
保育・幼稚園

課

（学校教育課）県
の計画に沿って、
研修等を進めた。
（保育・幼稚園
課）H27は10年
研該当者なし

（学校教育課）継
続
（保育・幼稚園
課）公立幼稚園
10年研対象者２
名の資質向上が図
られた。

（学校教育課）
10年研対象者の
資質向上が図られ
た。

（学校教育課）
10年研対象者の
資質向上が図られ
た。

（学校教育課）研
修を実施し、10
年研対象者の資質
向上が図られた。

×

103 研修主任研修会
校内研修を推進し、教職員の指
導力向上のために、研修主任の
役割について学ぶ。

学校教育課 ×

104
市教委学校訪問
（保育・幼稚園課訪問）

幼稚園、学校教育体制の確立と
振興、充実を図るための指導及
び助言を行う。

学校教育課
保育・幼稚園

課
×

105
小中学校校舎・屋内運動
場・耐震化事業

小中学校に地震対策として、校
舎・屋内運動場の改築・補強・
改修工事を実施する。

教育総務課 ×

研修主任対象の研修会を年３回実施し、校内研修の推進及び教職員の指導力向上につなげた。

※Ｈ23年度事業完了

（学校教育課）学校教育体制の確立と振興、充実を図るための指導及び助言を行った。市内の
小中学校を訪問した。
（保育・幼稚園課）幼稚園については、№52参照
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106 学校保健委員会（各学校）

各学校において、薬学講座、薬
物禁止教育、食生活改善講座等
を児童・生徒の実態に合わせて
実施する。テーマ等は各校で決
定する。

学校教育課 ×

107 薬学講座（各学校）

市内全小・中学校（小学校５・
６年生、中学校全学年）におい
て、各校の担当薬剤師や焼津警
察署等専門的な立場の方を招い
て講座を開催する。

学校教育課 ×

108
学校健康教育授業（各学
校）

体育の授業や学級活動等で、健
康について指導する。

学校教育課
健康づくり推

進課

（学校教育課）保
健体育の授業、学
級活動等で学年の
実態に合った指導
を行った。
（健康づくり推進
課）生活主幹病予
防健康教育8回
721人

（学校教育課）保
健体育の授業、学
級活動等で学年の
実態に合った指導
を行った。

（学校教育課）保
健体育の授業、学
級活動等で学年の
実態に合った指導
を行った。

保健体育の授業、
学級活動等で学年
の実態に合った指
導を行った。

保健体育の授業、
学級活動等で学年
の実態に合った指
導を行った。

×

109 性教育（各学校）
保健体育の授業、学級活動等で
学年の実態に合った指導を行
う。

学校教育課 ×

110 禁煙教育（各学校）
保健指導の一環として禁煙教育
を行う。

学校教育課 ×

111
酒、たばこ、薬害等相談窓
口の設置

健康増進課や学校等に対し、常
時、相談できる体制をとる。

健康づくり課 ×

内容

電話 158件 179件 151件 154件 128件

面接 264件 305件 269件 247件 25件
メール 255件 184件 213件 231件 116件

相談件数合計 677件 668件 633件 632件 269件

113
心の教室相談員の配置
（No.87再掲）

児童・生徒の精神的安定を図る
ため、心の教室相談員を全小中
学校に配置する。また、相談員
の情報交換のため研修会を年３
回実施する。

学校教育課 ×

青少年に関する相談業務を実施（平日8:00～17:00）青少年に関する相談業務を実施
する。相談時間は平日８：３０
～１７：００
その他の時間は留守番電話にて
対応する。

社会教育課 ×

保健体育の授業、学級活動等で学年の実態に合った指導を行った。

保健指導の一環として禁煙教育を行った。
特に小学校6年生全員に、県立静岡がんセンターより「たばこの害」についての資料が配布さ
れ、禁煙教育を推進した。

市内全小中学校に配置し、児童・生徒・保護者の相談活動にあたった。また、３回の心の教室
相談員研修会を行った。

保健センターで月～金に行っている健康相談(予約制)において対応。

各学校において、薬学講座、薬物禁止教育、食生活改善講座等を児童生徒の実態に合わせて
テーマを決めて実施した。

市内全小・中学校において、年間計画に基づき、小学校5，6年生、中学校全学年を対象に、
各校担当薬剤師や焼津警察署等専門的な立場の方を招いて、講座を計画どおり実施した。

思
春
期
保
健
対
策
の
充
実

青少年教育相談センター教
育相談

112
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次
代
の
親
の

育
成

114 保育体験

幼稚園・保育所において、中学
生や高校生が園児とふれあうた
めの保育体験の機会を提供す
る。

保育・幼稚園
課

×

115
ＰＴＡ教育講演会（各学
校）

子育てや教育等に関して、保護
者への啓発を図るために各学校
で実施する。

学校教育課 ×

116 子育て講演会
小学校に入学する子どもの保護
者を対象に、子育てに関する講
演会を実施する。

社会教育課 ×

117 家庭教育学級

小学生以下の子どもの保護者を
対象に、子育てについてお互い
に学習する勉強会を開催する。
また、学級の統廃合や新規開設
も促しながら、参加しやすい学
級を開設する。

社会教育課

幼稚園家庭教育学
級1３学級、小学
校家庭教育学級4
学級、合計1７学
級７５４人
運営委員会議年２
回開催
10月30日家庭教
育学級講演会（参
加者１０７人）
７月２８日、8月
１８日、２月２５
日の３回　親と子
のつどい開催（参
加者計３６９人）

幼稚園家庭教育学
級13学級、小学
校家庭教育学級４
学級、合計17学
級７９１人
運営委員会議年２
回開催
11月２日家庭教
育学級講演会（参
加者78人）
７月26日、８月
３日、８月４日、
８月16日、８月
17日、９月17日
の６回　親と子の
つどい開催（参加
者計390人）

幼稚園家庭教育学
級13学級、小学
校家庭教育学級４
学級、合計17学
級805人
運営委員会議年２
回開催
11月２日家庭教
育学級講演会（参
加者94人）
７月31日、８月
1日、８月2日、
8月3日、８月8
日、８月19日、
８月24日の６回
親と子のつどい開
催

幼稚園家庭教育学
級13学級、小学
校家庭教育学級４
学級、合計17学
級754人
運営委員会議年２
回開催
７月25日、８月
1日、８月2日、
8月4日、８月6
日、８月16日、
８月17日、8月
18日　親と子の
つどい開催
6月5日～7月10
日・10月2日～
11月6日　CSP
学習会開催

幼稚園家庭教育学
級13学級、小学
校家庭教育学級4
学級、計17学級
725人
学習会開催回数計
141回

×

118
父親のための家庭教育出前
講座

中学生以下の子どもの父親を対
象に、家庭教育についての講座
を開催する。また、企業へのチ
ラシ配布等を行い、父親の子育
て参加の啓発を行う。

社会教育課

父と子がみそ造り
について学び味わ
う講座「みそづく
り」を開催（１１
月８日）。参加親
子：２７組

つみき遊びを通し
て、父子がふれあ
いを楽しむ講座
「つみきのそのさ
んと遊ぼう‼」を
開催。（9月25
日）参加親子：
30組

焼津の名産「かつ
おぶし」について
父子で学ぶ講座を
開催。

焼津の和菓子屋
「角屋」を講師に
迎え、みそまん
じゅう作りを父子
で行う講座を開
催。

焼津の和菓子屋
「角屋」を講師に
迎え、みそまん
じゅう作りを父子
で行う講座を開
催。

×

119 焼津市親の会
不登校児童・生徒の保護者のた
めの研修交流会を実施する。

学校教育課 ×
年間１０回開催した。各小・中学校に、保護者に対して本会についての紹介を依頼し、不登校
（傾向）児童生徒をもつ保護者が市のカウンセラーの進行で、話し合いやカウンセリングを
行った。

中高生の総合的な学習の時間や中学生の家庭科授業の一環としての保育実習、中学生のサマー
ボランティア、高校生の職場体験等の場を提供した。

子育てや教育等に関して、保護者への啓発を図るために各学校で実施した。

就学時健診時に市内全小学校（13校）で子育て講演会
を実施。

10月～11月の間に就学時健診の時
間を利用して市内全小学校（13校）
で子育て講演会を実施

家
庭
や
地
域
の
教
育
力
の
向
上
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R1

資料４

120
子ども会活動への支援
（No.68再掲）

青少年の健全な育成を図るため、子
ども会及び児童文化の発展のための
事業を実施している焼津市子ども会
連合会に対して、補助金の交付等の
活動支援を行う。

学校教育課
社会教育課

×

121
家庭教育ネットワーカーの
派遣

子育てグループの自主的運営を
補助するとともに、グループ間
の交流事業を企画し、グループ
相互のネットワーク化を図る。
また、家庭の教育力向上のため
の講演会、講座等の企画、運営
を行い、多方面からの家庭教育
力充実支援を行う。

社会教育課 ×

122
子育てグループ（№44再
掲）

就園前の子どもと保護者を対象
に、子育てについての学習やお
互いの交流を図るため、子育て
グループの活動を支援する。

社会教育課

社会教育課主催の
５グループが公民
館を拠点に活動
し、焼津市家庭教
育ネットワーカー
がその活動をサ
ポートした。グ
ループを集約した
ことにより、各グ
ループがより活発
に活動できるよう
になった。

×

123
地域子育て支援拠点事業
（№46再掲）

乳幼児及びその保護者が相互の
交流を行う場所を提供し、子育
てについての相談、情報の提
供、助言、子育て及び子育て支
援に関する講習等を行う。

子育て支援課

市内８カ所(直営
３･委託５)で実施
・利用者数計：
95,657人
・相談件数計：
2,118件

市内８か所(直営
３、委託５)で実
施
・利用者数計：
93,686人
・相談件数計：
5,137件

市内８か所(直営
３、委託５)で実
施
・利用者数計：
95,067人
・相談件数計：
5,083件

市内８か所(直営
３、委託５)で実
施
・利用者数計：
95,404人
・相談件数計：
3,739件

市内８か所（直営
３、委託５）で実
施
利用者数計：
78,495人
相談件数：
3,909件

〇

H30より子育てコンシェル
ジュの配置を４人に増や
し、相談体制を一層強化す
ることができた。

124
地域における通学合宿（№
81再掲）

地域の宿泊可能な施設を拠点
に、年齢の異なる子どもたちが
共同生活しながら登下校する。
実施主体は地域の実行委員会。

社会教育課

焼津東・南小、大
井川東小、大井川
西小、大井川南
小、港小、和田小
学区で開催

焼津東・南小、大
井川東小、大井川
西小、大井川南
小、港小、和田小
学区で実施した。

大井川東小1、大
井川西小4、大井
川南小1、港小
1、和田小1、学
区で実施した。地
域コミより補助金
（市民会議）

大井川東小1、大
井川西小4、大井
川南小1、港小
1、和田小1、学
区で実施した。地
域コミより補助金
（市民会議）

大井川東小1、大
井川西小4、大井
川南小1、港小
1、和田小1、学
区で実施した。地
域コミより補助金
（市民会議）

×
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125 生徒指導・補導活動
児童・生徒の自己実現を図って
いくために日常の中で、支援、
援助活動を行う。

学校教育課 ×

（社会教育課）焼津市子ども会健全育成事業補助金交付決定　380千円

各小・中学校と連絡をとりながら、関係機関と連携して不登校や問題行動、被虐待等の児童生
徒、及び保護者への対応を早期に行った。
補導活動は社会教育課の計画に沿って、各学校でも協力した。

社会教育課主催の子育てグループ10グループと自主グループ１つの、計１
１の子育てグループが公民館を拠点に活動し、焼津市家庭教育ネットワー
カーがその活動をサポートしている。

父親講座等、多方面から家庭教育支
援を行うとともに、子育てグループ
の活動のサポートを行い、子育てグ
ループの情報交換会等を実施してそ
のネットワーク化を推進している。
また、家庭教育ネットワーカーを家
庭教育支援チームとして位置付け、
相談対応もしている。

子育てグループ合同での講座の開催やおしゃべりサロン
等の意見交換会の場を設けながら、ネットワーク化推進
のための事業を企画していく。また、相談事業ととも
に、講演会などを家庭教育支援のため行う。

家
庭
や
地
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の
教
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上
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126
青少年教育相談センター補
導活動

市内１０地区１６４人の補導員
が、補導活動を実施する。

社会教育課

市内１０地区１６
４人の補導員が、
補導活動を実施し
た。
・補導活動実施数
…４２２回
・延べ参加者数…
１，４２７人
・補導者数…７５
１人

市内10地区164
人の補導員が、補
導活動を実施し
た。
・補導活動実施数
…392回
・延べ参加者数…
1,517人
・補導者数…
839人

市内10地区140
人の補導員が、補
導活動を実施し
た。
・補導活動実施数
…347回
・延べ参加者数…
1,372人

市内10地区140
人の補導員が、補
導活動を実施し
た。
・補導活動実施数
…357回
・延べ参加者数…
1,359人

市内10地区140
人の補導員が、補
導活動を実施し
た。
・補導活動実施数
…3１３回
・延べ参加者数…
1,251人

×

127
青少年教育相談センター環
境浄化

遊技場巡視、有害図書・ビデオ
等健全育成化指導を実施する。

社会教育課 ×

128 女性相談室の設置
女性が抱える様々な悩みを解決
する手助けを行うため女性専門
の相談室を設置する。

市民協働課

女性相談件数
61件
（うちDVに関す
る相談　2件）

女性相談件数
58件
（うちDVに関す
る相談　４件）

女性相談件数
58件
（うちDVに関す
る相談　6件）

女性相談件数
54件
（うちDVに関す
る相談　3件）

女性相談件数
47件
（うちDVに関す
る相談1件）

×

129 家庭児童相談事業
家庭児童相談室において、児童
全般にわたる相談事業を行う。

こども相談セ
ンター

相談件数
2,055件（実
数：640人）

相談件数
4,905件（実
数：650人）

相談件数
3,349件（実数
526人）

相談件数
3,441件（実数
521人）

相談件数
5,991件（実数
694人）

×

６か月児相談 945件 944件 892件 840件 835件

１歳６か月児
健診

1,020件 1,030件 975件 914件 807件

2歳児歯みが
き教室

661件 625件 567件 556件 414件

３歳児健診 1,135件 986件 973件 1,033件 920件

健康相談室 4,089件 2,108件 2,007件 2,010件 1941件

心理相談 500件 518件 484件 472件 412件

131 電話による育児相談
子どもの成長、発達、栄養、予
防接種、育児不安等子育てにつ
いての電話相談を行う。

健康づくり課
子育て支援課
こども相談セ

ンター

（健康づくり推進
課）子どもの発
達、育児不安等
2,868件実施。
（子育て支援課）
地域子育て支援拠
点における電話相
談件数　225件
（こども相談セン
ター）№129、
№168、№177
参照

（健康づくり推進
課）子どもの発
達、育児不安等
2,261件実施
（こども相談セン
ター）№129、
№168、№177
参照

（健康づくり推進
課）子どもの発
達、育児不安等
2,164件実施
（子育て支援課）
利用者支援事業等
を実施
（こども相談セン
ター）№129、
№168、№177
参照

（健康づくり課）
子どもの発達、育
児不安等2,442
件実施
（子育て支援課）
利用者支援事業等
を実施
（こども相談セン
ター）№129、
№168、№177
参照

（健康づくり課）
子どもの発達、育
児不安等2,723
件実施
（子育て支援課）
利用者支援事業等
を実施
（こども相談セン
ター）№129、
№168、№177
参照

〇

（子育て支援課）H28より
子育てコンシェルジュを２
人配置。H30年度には4名
に増員した。
（こども相談センター）
H29より、ホットスルこど
も相談センターと命名され
「子ども総合支援拠点」と
して、子どもに関するあら
ゆる相談に対応する総合相
談窓口となった。

×

青少年を取り巻く社会環境の実態調査（１０月～１２月）時に、遊技場巡視、有害図書・ビデ
オ等健全育成化指導を実施した。

６か月児相談・１歳６か月児健
診・2歳児歯みがき教室・３歳児
健診・健康相談室・心理相談等
を行う。

健康づくり課年齢に合わせた相談事業130

相
談
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口
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132

スクールカウンセラー活用
事業（県事業）（№88再
掲）

カウンセリング技能を持った専
門家を市内全小・中学校に配置
する。

学校教育課 ×

133
青少年教育相談センター教
育相談（№112再掲）

青少年に関する相談業務を実施
する。相談時間は平日８：３０
～１７：００
その他の時間は留守番電話にて
対応する。

社会教育課

青少年に関する相
談業務を実施（平
日8:00～
17:00）
27年度相談件数
…677件（電話
158件、面接
264件、メール
255件）

青少年に関する相
談業務を実施（平
日8:00～
17:00）
28年度相談件数
…668件（電話
179件、面接
305件、メール
184件）

青少年に関する相
談業務を実施（平
日8:00～
17:00）
29年度相談件数
…633件（電話
151件、面接
269件、メール
213件）

青少年に関する相
談業務を実施（平
日8:00～
17:00）
30年度相談件数
…632件（電話
154件、面接
247件、メール
231件）

青少年に関する相
談業務を実施（平
日8:30～
17:00）
R１年度相談件数
…269件（電話
128件、面接25
件、メール116
件）

×

134
心の教室相談員の配置（№
87再掲）

児童・生徒の精神的安定を図る
ため、心の教室相談員を全小中
学校に配置する。また、相談員
の情報交換のため研修会を年３
回実施する。

学校教育課 ×

135
子育てグループ（№44再
掲）

就園前の子どもと保護者を対象
に、子育てについての学習やお
互いの交流を図るため、子育て
グループの活動を支援する。

社会教育課

社会教育課主催の
５グループが公民
館を拠点に活動
し、焼津市家庭教
育ネットワーカー
がその活動をサ
ポートした。グ
ループを集約した
ことにより、各グ
ループがより活発
に活動できるよう
になった。

×

136
家庭教育ネットワーカーの
派遣（№121再掲）

子育てグループの自主的運営を
補助するとともに、グループ間
の交流事業を企画し、グループ
相互のネットワーク化を図る。
また、家庭の教育力向上のため
の講演会、講座等の企画、運営
を行い、多方面からの家庭教育
力充実支援を行う。

社会教育課 ×

137
要保護児童対策地域協議会
乳幼児部会

乳幼児期から就学までを対象
に、保健、医療、福祉、教育の
４領域の関係機関・団体が連携
し地域における子育て支援を行
う。

健康づくり課

要保護児童対策地
域協議会乳幼児部
会6回開催。参加
者数延161名、
事例数延200件

６か月児相談944
件、１歳６か月児健
診1,030件、２歳
児歯みがき教室
625件、３歳児健
診986件、健康相
談室2,108件、心
理相談518件等を
実施。

要保護児童対策地
域協議会乳幼児部
会６回開催した。

要保護児童対策地
域協議会乳幼児部
会６回開催した。

要保護児童対策地
域協議会乳幼児部
会5回開催した。

×

父親講座等、多方面から家庭教育支
援を行うとともに、子育てグループ
の活動のサポートを行い、子育てグ
ループの情報交換会等を実施してそ
のネットワーク化を推進している。
また、家庭教育ネットワーカーを家
庭教育支援チームとして位置付け、
相談対応もしている。

子育てグループ合同での講座の開催やおしゃべりサロン
等の意見交換会の場を設けながら、ネットワーク化推進
のための事業を企画していく。また、相談事業ととも
に、講演会などを家庭教育支援のため行う。

市内全小・中学校に県教育委員会より配置されたスクールカウンセラーが、相談活動にあたっ
た。

市内全小中学校に配置し、児童・生徒・保護者の相談活動にあたった。また、３回の心の教室
相談員研修会を行った。

社会教育課主催の子育てグループ10グループと自主グループ１つの、計１
１の子育てグループが公民館を拠点に活動し、焼津市家庭教育ネットワー
カーがその活動をサポートしている。

相
談
窓
口
の
充
実

子
育
て
支
援
の
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
づ
く
り

25 ページ



５年間での
新規・拡充

状況

〇 新規・拡充
× 該当なし

５年間での新規・拡充事業
の具体的状況

（〇の場合のみ）
H30

施
策

№ 事業名
事業内容

(計画書記載内容) 関係課 H27 H28 H29実施状況

次世代育成支援行動計画からの継承事業

R1

資料４

138
ホームページ等による情報
提供

市の公式サイト、子育て応援サ
イト「とまとぴあ」に行事等の
情報を掲載する。

子育て支援課

子育て応援サイト
とまとぴあ
ユーザー数
47,725

子育て情報登録数
224件
イベント情報登録
数　1,003件

子育て応援サイト
とまとぴあ
 ユーザー数
49,384

 子育て情報登録
数 418件
 イベント情報登
録数 1,006件

サイトを運営する
ことにより、子育
てに関する情報の
提供を行った。

サイトを運営する
ことにより、子育
てに関する情報の
提供を行った。ま
た、LINEを用い
て、イベント情報
の配信を行った。

サイトを運営する
ことにより、子育
てに関する情報の
提供を行った。ま
た、LINEを用い
て、イベント情報
の配信を行った。

×

139
保健センター情報紙の発行
（№19再掲）

保健センター事業のお知らせや
健康づくりに関する知識の啓発
のため、情報紙を年1回発行し、
全世帯に配布する。

健康づくり課

「焼津市健康ガイ
ド」を52,000部
作成し、平成28
年4月に発行、全
戸配布した。
平成28年度の健
診、健康相談、予
防接種に関する案
内を掲載した。
また、慢性腎臓病
に関する記事や健
診の受診勧奨の記
事を新たに掲載し
た。

「焼津市健康ガイ
ド」を52,000部
作成し、平成29
年４月に発行、全
戸配布した。
平成29年度の健
診、健康相談、予
防接種に関する案
内を掲載した。
また、慢性腎臓病
に関する記事や健
診の受診勧奨の記
事を新たに掲載し
た。

「焼津市健康ガイ
ド」を52,000部
作成し、平成30
年３月に発行、全
戸配布した。
平成30年度の健
診、健康相談、予
防接種に関する案
内を掲載した

ー ー ×

就学援助事業

要保護…小学校9
人、中学校5人
準要保護…小学校
443人、中学校
305人

要保護：小学生７
人、中学生７人
準要保護：小学生
499人、中学生
316人

要保護：小学生5
人、中学生5人
準要保護：小学生
549人、中学生
401人

要保護：小学生5
人、中学生6人
準要保護：小学生
543人、中学生
386人

要保護：小学生６
人、中学生６人
準要保護：小学生
503人、中学生
320人

就学奨励事業
小学校81人、
中学校46人

小学生100人、
中学生48人

小学生127人、
中学生52人

小学生133人、
中学生43人

小学生133人、
中学生43人

〇140

就学援助事業　要保護及び
準要保護児童生徒就学援助
費・特別支援教育就学奨励
費（№36再掲）

経済的理由によって、小中学校
の教育費の負担が困難な家庭を
対象に援助を行う。

教育総務課

平成29年度から、翌年度に
小学１年生・中学1年生に
なる子がいる家庭で就学援
助の対象となる家庭に、就
学援助費のうち新入学学用
品費を、入学前に事前支給
している。

子
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て
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援
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策

№ 事業名
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(計画書記載内容) 関係課 H27 H28 H29実施状況

次世代育成支援行動計画からの継承事業

R1

資料４

私立幼稚園対
象者数（人）

919 908 1,454 1,571 1,487

その他

私立幼稚園は、第
３子以降全額補助
（年齢制限あり）
とする制度の拡充
を図った。
公立幼稚園は、子
ども子育て支援新
制度施行に伴い所
得状況に応じて保
育料を賦課するこ
ととなったため、
就園奨励費制度は
廃止した。

私立幼稚園は、国
の制度改正に伴
い、多子世帯及び
ひとり親世帯等の
補助を拡大した。
（１）多子軽減
年収約360万円
未満の世帯につい
て、年齢制限を撤
廃
（２）ひとり親世
帯等　年収約
360万円未満の
世帯は、第１子半
額、第２子無償と
する制度を拡充し
た。

補助限度額を国基
準に合わせ、第２
子以降（年齢制限
あり）全員対象と
なるよう補助の拡
充を図った。

補助限度額を国基
準に合わせるとと
もに、多子世帯に
対し、多子カウン
トの年齢制限を撤
廃した。

補助限度額を国基
準に合わせるとと
もに、多子世帯に
対し、多子カウン
トの年齢制限を撤
廃。9月末で終了

142 児童扶養手当（№35再掲）
母子家庭等の児童の福祉の増進
を図るため、児童扶養手当を支
給する。

子育て支援課 支給額 474,602千円 492,015千円 505,239千円 496,030千円 615,573千円 ×

受診件数
（件）

11,145 10,898 10,603 9,626 8,884

支給額
（千円）

29,661 26,117 26,979 24,307 22,888

就学資金
（件）

18 12 17 14 11

就学支度資金
（件）

18 12 19 14 9

自立支援教育
訓練給付費

（人）
0 0 1 2 3

高等技能訓練
促進費（人）

0 0 0 2 4

継続貸付者
１９人×20,000
円×12ケ月

13人×20,000
円×12ケ月

10人×20,000
円×12ケ月

8人×20,000円
×12ケ月

7人
1,320,000円

新規貸付者
 １１人×
20,000円×12
ケ月

５人×20,000円
×12ケ月

 3人×20,000円
×12ケ月

3人×20,000円
×12ケ月＋1人
×10,000円×
12ケ月

2人
480,000円

貸付合計額
（円）

5,640,000 4,320,000 3,120,000 2,760,000 1,800,000

〇

×

×

×

×

141
幼稚園就園奨励費補助金
（No.37再掲）

幼稚園に３歳児から５歳児の幼
児を通園させている家庭を対象
に保育料の一部を補助する

保育・幼稚園
課

子育て支援課

146 地域福祉課
経済的理由によって、高等学校
等の修学が困難な者に対し学資
を貸与する。

奨学金貸付事業（№42再
掲）

母子家庭等医療費助成事業
（№33再掲）

145

143

144

母子家庭自立支援費給付事
業（№41再掲）

ひとり親家庭の保護者が、就労
のため、資格取得を目的に教育
訓練を受けた場合、その経費の
一部を助成する。

母子父子寡婦福祉資金（県
事業）（№40再掲）

県事業として行われている母子
家庭等を対象とした各種資金貸
付申請の受付及び市広報紙への
掲載によるＰＲを行う。

子育て支援課

子育て支援課
母子家庭等の医療費個人負担分
を助成することにより、経済的
負担の軽減を図る。

多子世帯の負担軽減に向け
て、対象児童の拡充（年齢
制限の撤廃）を進めていっ
た。
ひとり親世帯などの年収３
６０万円未満の世帯の負担
軽減に向けて、制度の拡充
（第１子半額、第２子無
償）を行った。
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147

ひとり親家庭ファミリー・
サポート・センター利用料
助成事業

ファミリー・サポート・セン
ターを利用するひとり親家庭に
対して、利用料の軽減を図る。

子育て支援課 助成申請人数 （延）24人  （延）24人 （延）25人 （延）19人 （延）22人 ×

６か月児相談
（件）

945 944 892 840 835

１歳６か月児
健診（件）

1,020 1,030 975 914 807

2歳児歯みが
き教室（件）

661 625 567 556 414

３歳児健診
（件）

1,135 986 973 1,033 920

健康相談室
（件）

4,089 2,108 2,007 2,010 1,941

心理相談
（件）

500 518 484 472 412

149 就学支援委員会
障害のある幼児・児童・生徒の
適正な就学に向けて、就学につ
いての指導、助言を行う。

学校教育課 ×

学校教育課

（学校教育課）就
学について、小･
中学校や幼稚園・
保育園、依頼の
あった園児･学齢
児の保護者との面
談を行った。（就
学支援調査の依頼
を年２回実施し、
対象児との面談を
すすめた）

（学校教育課）就
学について、小･
中学校や依頼の
あった園児･学齢
児の保護者との面
談を行った。（就
学支援調査の依頼
を年２回実施し、
対象児との面談を
すすめた。）

保育・幼稚園
課

障害のある幼児の
就学における適正
な支援、相談、助
言を行う。
一次調査対象者
17名
二次調査対象者
16名

障害のある幼児の
就学における適正
な支援、相談、助
言を行う。
一次調査対象者
17名
二次調査対象者
16名

×

×
就学支援調査を年２回実施し、依頼のあった対象児の観
察や保護者との面談をすすめた。また、就学支援個票の
提出があった幼稚園・保育所との連絡調整を行った。

障害のある幼児、児童、生徒に医師等の参加を得て、就学先に対する判断と助言を行った。

就学指導対象児の保護者との面
談や、就学指導個票の提出が
あった幼稚園・保育所との連絡
調整を行う。

就学相談150

148 健康づくり課
年齢に合わせた相談事業
（№130再掲）

６か月児相談・１歳６か月児健
診・2歳児歯みがき教室・３歳児
健診・健康相談室・心理相談等
を行う。

学校教育課
保育・幼稚園
課

障
害
児
施
策
の
充
実
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次世代育成支援行動計画からの継承事業

R1

資料４

151 巡回相談
軽度発達障害児への指導、支援
の具体的なアドバイスをするた
めに各学校を訪問し指導する。

学校教育課

学校からの依頼を
受け、市内小中学
校を訪問した。そ
して、学習障害や
軽度発達障害を抱
えた、またはその
傾向にある児童生
徒への指導、支援
の具体的なアドバ
イスを行い、今後
の支援等について
指導した。巡回相
談員２名、同補助
員１名を適応指導
教室（アトレ焼
津）に配置。

学校からの依頼を
受け、市内小中学
校を訪問した。そ
して、学習障害や
軽度発達障害を抱
えた、又はその傾
向にある児童生徒
への指導、支援の
具体的なアドバイ
スを行い、今後の
支援等について指
導した。巡回相談
員２人、特別支援
教育相談員1人、
補助員１人を適応
指導教室(アトレ
焼津)に配置

×

152 特別支援教育連絡協議会

各学校の特別支援教育担当者が
中心となり、主に軽度発達障害
の子ども達を支援する。そのた
めの個別支援計画作成等の研修
会を年３回実施する。

学校教育課 ×

認定（人） 326 326 309 319 301

支給（人） 310 315 296 309 286

停止（人） 16 11 13 10 15

154
育児支援親子教室（№6再
掲）

健診・相談において、多動傾向や言
語・理解等が気になる子どもを対象
に、遊ぶ体験を通して発達を促すた
めの教室を開催する。

健康づくり課

育児支援親子教室
２会場毎月２回実
施。38回576人
参加。

育児支援親子教室
２会場毎月２回実
施。40回563人
参加

育児支援親子教室
２会場毎月２回実
施。40回547人
参加

育児支援親子教室
２会場毎月２回実
施。42回618人
参加

育児支援親子教室
２会場毎月２回実
施。38回415人
参加

×

年間延件数 814 802 812 806 796

支給額（円） 11,740,480 11,692,880 11,841,660 11,798,660 11,753,800

×

軽度発達障害児への指導、支援について具体的なアドバ
イスをするために各学校を訪問し、指導した。

各学校の特別支援教育担当者が中心となり、主に軽度発
達障害の子ども達を支援するための研修会を年３回実施
した。

各学校の特別支援教育コーディネー
ターや支援員が、主に軽度発達障害
の子どもたちへの支援法等を研修し
た。授業のユニバーサルデザイン化
や個別の教育支援計画・指導計画等
についての研修をした。

×

精神又は身体に重度の障害を有
するため日常生活において常時
の介護を必要とする状態にある
在宅の２０歳未満の者に対し、
障害児福祉手当の給付を行う。

地域福祉課障害児福祉手当155

地域福祉課153
特別児童扶養手当（県事
業）

重度の身体又は知的障害のある
２０歳未満の子どもを監護又は
療育している方に対する手当を
支給する。

障
害
児
施
策
の
充
実
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次世代育成支援行動計画からの継承事業

R1

資料４

年間延件数 71,709 73,892 73,729 64,101 64,235

助成額（円） 218,805,272 221,700,272 228,104,351 227,350,095 222,984,919

はり、きゅ
う、マッサー
ジ助成

121件
121,000円

109件
109,000円

99件
99,000円

154件
154,000円

143件
143,000円

タクシー料金
助成事業

21,501件
11,759,530円

19,773件
11,426,100円

20,443件
11,936,870円

21,243件
12,474,050円

21,107件
12,762,210円

 援護金支給
1,620人
19,122,000円

1,717人
20,058,000円

1,687人
19,818,000円

1,676人
19,602,000円

1,632人
19,068,000円

身体障害者手
帳（人）
（年度末現在
手帳所持者
数）

4,462 4,399 4,330 4,417 4,245

療育手帳
（人）

1,084 1,109 1,147 1,190 1,234

精神障害者保
健福祉手帳
（人）

665 760 833 811 851

159 点字講習会
視覚障害者（児）とのコミュニ
ケーションを図るため、点訳奉
仕員養成講座を開催する。

地域福祉課
開催回数 14回、
参加者 5人

開催回数 11回、
参加者 5人

開催回数 ８回、
参加者 ９人

開催回数 18回、
参加者 ８人

開催回数18回、
参加者９人

×

160 手話講習会
聴覚障害者（児）とのコミュニ
ケーションを図るため、手話奉
仕員養成講座を開催する。

地域福祉課
開催回数 41回、
参加者 12人

開催回数 41回、
参加者 13人

開催回数 41回、
参加者 27人

開催回数 41回、
参加者 34人

開催回数46回、
参加者20人

×

×

×地域福祉課

地域福祉課
身体障害者手帳及び療育手帳を
交付する。

身体障害者手帳、療育手
帳、精神障害者保健福祉手
帳（県事業）

在宅重度心身障害児タクシー料
金助成及び援護金支給事業、重
度心身障害児及び介護者はり・
きゅう・マッサージ助成事業、
居宅介護、短期入所、生活介護
事業を行う。

×

重度心身障害児（者）援護
事業

157

158

156 地域福祉課
重度心身障害者（児）を対象と
した医療費助成を行う。

重度心身障害者（児）医療
費助成（特児・知的・身
障・精神児童）

障
害
児
施
策
の
充
実
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161
手話通訳者、要約筆記通訳
者の派遣

聴覚障害者（児）の自立と社会
参加を図るため、手話通訳が必
要な場合、登録手話奉仕員を派
遣する。

地域福祉課

派遣件数
(1) 手話通訳者
392件
(2) 要約筆記通訳
者 41件

派遣件数
(1) 手話通訳者
457件
(2) 要約筆記通訳
者 52件

派遣件数
(1) 手話通訳者
487件
(2) 要約筆記通訳
者 34件

派遣件数
(1) 手話通訳者
485件
(2) 要約筆記通訳
者 34件

派遣件数
(1) 手話通訳者
432件
(2) 要約筆記通訳
者32件

×

補装具給付
177件
15,695,214円

172件
17,929,765円

166件
16,335,807円

188件
19,876,291円

164件
16,516,569円

日常生活用具
給付

2,743件
39,489,300円

2,622件
30,736,187円

2,799件
37,136,609円

2,720件
33,587,463円

2,832件
32,727,759円

163
小児慢性特定疾患児日常生
活用具給付事業

小児慢性特定疾患児等の日常生
活の便宜を図り、その福祉の増
進に資するため、日常生活用具
の給付を行う。

健康づくり課
給付状況　1人
（1件）

給付状況　0人 給付状況0人 給付状況0人 給付状況0人 ×

児童発達支援
利用日数
（日）

8,540 8,640 8,932 9,151 10,687

放課後等デイ
サービス
利用日数
（日）

22,833 25,959 30,921 33,283 34,716

保育所等訪問
支援
利用回数
（回）

122 136 93 81 114

居宅型児童発
達支援
利用日数
（日）

97

高額障害児通
所給付費
対象者（人）

16 45 32 46 64

165 自立支援医療（育成医療）
障害児の障害の除去又は軽減を
図る医療に対して助成を行う。

地域福祉課

対象者（実人員）
61人、
給付費
3,161,656円

対象者（実人員）
84人、
給付費
4,461,090円

対象者（実人員）
55人、
給付費
2,769,984円

対象者（実人員）
16人、
給付費
1,039,512円

対象者（実人員）
８人、
給付費578,956
円

×

障害児通所支援（児童発達
支援、放課後等デイサービ
ス、保育所等訪問支援）

×

×

未就学の障害のある子どもに対
する日常生活における基本的動
作の指導や就学中の障害のある
子どもに対する放課後や、夏休
みなどの長期休暇中における生
活能力向上のための訓練等を提
供する。

地域福祉課
補装具、日常生活用具の給
付

障害者（児）に対して、社会生
活の能力を向上させるため、補
装具（義眼、補聴器、義肢、車
椅子等）の支給及び、日常生活
が円滑に行えるようにするため
日常生活用具（特殊寝台、浴槽
補助用具、電気式たん吸引器
等）の給付を行う。

162

164 地域福祉課

障
害
児
施
策
の
充
実
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166
軽度・中等度難聴児補聴器
給付等

障害者手帳を所持していない子ども
に、将来障害の認定を受けたとき円
滑な移行ができるよう補聴器購入に
対して助成を行う。

地域福祉課
給付等　4件、
150,728円

給付等 10件、
440,951円

給付等 ６件、
307,313円

給付等 ２件、
21,658円

給付等４件、
80,816円

×

親子教室 利用回数 799回
利用回数　653
回

利用回数　702
回

利用回数　912
回

利用回数　656
回

並行通園 利用回数900回
利用回数　887
回

利用回数　632
回

利用回数　745
回

利用回数　660
回

幼児巡回相談
３７園
（延べ１０４園、
756人）

39園
（延べ102園、
677人

36園
（延べ105園、
739人）

36園
（延べ123園、
693人）

35園
（延べ122園、
686件）

発達相談
（件）

699 887 1,268 1,764 2,227

心理相談
（件）

97 163 164 207 231

その他

発達支援啓発事業
として、講演会2
回、映画会1回を
開催

発達支援啓発事業
として、講演会を
１回開催
。発達支援ネット
ワーク：代表者会
議１回、実務者会
議３回、個別会議
13回。

、ケース会議31
件。
・発達支援啓発事
業：講演会を１回
開催
・保護者向け講
座：1講座全6回
開催

ケース会議64
件。
・発達支援講演会
1回、発達支援講
座4回。
・保護者向け講座
3回。
小学校訪問延べ数
58件。

ケース会議50
件。
・小学校訪問延べ
数182件。
・支援者向け講演
会2回、講座3
回、保護者向け講
演会3回、ペアレ
ントプログラム6
回/1コース

169
学校における虐待防止の手
引きの活用

手引きを作成、各学校に配布
し、研修等での活用を図る。

学校教育課 ×

170
要保護児童対策地域協議会
学齢児部会（№92再掲）

被虐待児童・生徒、発達障害、
問題行動、不登校児童・生徒へ
の具体的支援策を協議する。関
係機関（児童相談所、市立病
院、焼津警察署、青少年教育相
談センター、適応指導教室指導
員、巡回相談員等）からなる小
委員会を年１０回開催する。教
職員を対象とした講演会、研修
会を年１回実施する。

学校教育課

年間7回の学齢児
部会を実施した。
小委員会（約２５
名）とネットワー
ク会議（約３０
名）の２つに区分
して開催した。教
職員対象の拡大研
修会は年間１回実
施した。

×

168 発達障害児支援事業

幼稚園・保育所への巡回相談を
実施し発達障害の早期発見、支
援に努めるとともに、カンファ
レンスを通じ発達障害に対する
園のスキルアップを図る。ま
た、講演会等の啓発や軽度の発
達障害児向けの療育教室を開催
する。

こども相談セ
ンター

配布してある手引きの他、連携機関一覧を作成・配布して各学校での活用を図ったり、校長
会・教頭研修会、焼津市教育研究会生徒指導部研修会等で説明し、徹底を図った。

年間６回の学齢児部会を実施した。また、教職員を対象とした拡大研修会
を１回実施した。

〇

×167 親子教室・並行通園事業

発達の気になる未就学児に対す
る小集団での日常生活訓練や保
護者に対するアドバイス等を行
う。

地域福祉課

市民が在籍する幼稚園・保
育所等を支援する幼児巡回
相談の実施についても、ほ
ぼ全園で定着して実施が可
能となった。
また、園先生方への力量形
成の講座等については、講
師に依頼するだけでなくこ
相センの職員が園に出向い
て講座を実施できるように
なった。
幼児期から学齢期への移行
支援としてあしすとファイ
ルや就学支援シート、学校
訪問などにより、充実して
きた。

障
害
児
施
策
の
充
実
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171

要保護児童対策地域協議会
代表者会議・虐待児小委員
会

関係機関の代表者が連携し、総
合的な要保護児童支援体制の構
築を図る。また、小委員会にお
いて特に重篤事案の情報共有及
び支援方針を協議する。

こども相談セ
ンター

代表者会議１回、
虐待児小委員会４
回

代表者会議１回、
虐待児小委員会４
回

代表者会議１回、
虐待児小委員会４
回

代表者会議１回、
虐待児小委員会４
回

代表者会議１回、
虐待児小委員会３
回

×

172
育児不安虐待予防教室（№
8再掲）

健診・相談の中で、育児不安の
ある母親等を対象に、育児上の
悩みや疲労を軽減し、より良い
育児環境をつくるための教室を
開催する。

健康づくり課

育児不安虐待予防
教室毎月1回実
施。11回66人参
加。

ー ー ー ー ×

173
要保護児童対策地域協議会
乳幼児部会（№137再掲）

乳幼児期から就学までを対象
に、保健、医療、福祉、教育の
４領域の関係機関・団体が連携
し地域における子育て支援を行
う。

健康づくり課

要保護児童対策地
域協議会乳幼児部
会6回開催。参加
者数延161名、
事例数延200件

６か月児相談944
件、１歳６か月児健
診1,030件、２歳
児歯みがき教室
625件、３歳児健
診986件、健康相
談室2,108件、心
理相談518件等を
実施。

要保護児童対策地
域協議会乳幼児部
会６回開催した。

要保護児童対策地
域協議会乳幼児部
会６回開催した。

要保護児童対策地
域協議会乳幼児部
会5回開催した。

〇

R1より課内で地域ごとの要
支援ケースの検討会を行
い、共有し支援の方向性を
確認した。

174 乳幼児健診・相談
育児不安や育児困難等母親の嘆
きを受け止め、子育て支援の場
とする。

健康づくり課 ×

175
各健診・相談の未健診児対
策事業

受診通知の発送、電話による受
診勧奨、家庭訪問等により、育
児不安等の相談を行う。

健康づくり課 ×

176 子育て短期支援事業

保護者が、疾病や疲労など身体
上、精神上などの理由により家
庭における子どもの養育が困難
となった場合に、児童養護施設
などで緊急・一時的に養育・保
護を行う。

こども相談セ
ンター

児童養護施設「春
風寮」と委託契約
締結、４月１日よ
り事業開始。ファ
ミリーホーム「グ
レースガーデン」
との委託契約締
結、５月１５日よ
り事業開始、利用
実績計６３人/
日。

児童養護施設「春
風寮」、ファミ
リーホーム「グ
レースガーデン」
と委託契約締結、
４月１日より事業
開始。利用実績計
47人/日。

児童養護施設「春
風寮」、ファミ
リーホーム「グ
レースガーデン」
と委託契約締結、
４月１日より事業
開始。利用実績計
53人/日。

児童養護施設「春
風寮」、ファミ
リーホーム「グ
レースガーデン」
と委託契約締結、
４月１日より事業
開始。利用実績計
81人日。

児童養護施設「春
風寮」及びファミ
リーホーム「グ
レースガーデン」
と委託契約締結。
利用見込72人
日。

×

177 養育支援訪問事業

養育支援が必要な家庭を訪問
し、養育に関する相談、指導、
助言、その他必要な支援を行
う。

こども相談セ
ンター

訪問件数380回
１２月よりぶっ
ちゃけサロンを毎
月開催

養育支援訪問件数
全645回。
ぶっちゃけサロン
6回実施。
子育て支援講座全
2回　延162人参
加。

訪問件数延568
回実施。
ぶっちゃけサロン
年２回実施。
子育て支援講座１
回　延60人参
加。

相談件数延801
回実施。
ぶっちゃけサロン
年1回14人実
施。
子育て支援講座1
回　延68人

訪問件数延662
回実施。
妊娠や母親の精神
面の支援にわたる
担当者の会1回。
子育て支援講座1
コース（全5回）
延39人

〇
H27に2名の職員で事業を
開始。H29に職員3名、R1
に職員4名に増員した。

育児不安や育児困難等母親の嘆きを受け止め、子育て支援をしている。

受診通知の発送、電話、昼夜の家庭訪問等により受診を勧奨するとともに、児の成長・発育の
確認、養育環境の確認、育児不安等の相談を行った。また、目視にて児の確認に努めた。
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178 個別ケース検討会議
虐待防止のために、関係機関と
連携を図る。

こども相談セ
ンター

個別ケース検
討会議

80回 145回 105回 144回 162回 ×

179 児童相談所との連携 児童相談所との連携を図る。
こども相談セ
ンター

児童福祉施設収容
措置４０人（児童
養護施設１２人、
乳児院３人、児童
自立支援施設４
人、情緒障害児短
期治療施設４人、
里親委託１０人、
福祉型障害児入所
施設７人）

児童福祉施設収容
措置18人（児童
養護施設４人、乳
児院１人、児童自
立支援施設１人、
情緒障害児短期治
療施設２人、里親
委託２人、福祉型
障害児入所施設８
人）

児童福祉施設収容
措置31人（児童
養護施設6人、乳
児院３人、児童自
立支援施設1人、
情緒障害児短期治
療施設2人、里親
委託5人、ファミ
リーホーム2人、
福祉型障害児入所
施設12人）

児童福祉施設収容
措置33人（児童
養護施設7人、乳
児院2人、児童自
立支援施設2人、
児童心理治療施設
1人、里親委託7
人、ファミリー
ホーム3人、福祉
型障害児入所施設
11人）

児童福祉施設収容
措置28人（児童
養護施設8人、乳
児院2人、児童自
立支援施設1人、
児童心理治療施設
2人、里親委託4
人、ファミリー
ホーム2人、福祉
型障害児入所施設
7人、医療型障害
児入所施設2人）

×

180 アドバイザー派遣事業

企業等が行う男女共同参画推進
等の研修に対し、アドバイザー
（講師派遣経費用は市が負担）
を派遣する。

市民協働課

1回開催
協同組合焼津水産
加工センターの職
場研修
参加者30名

１回開催
小川漁業協同組合
の職場研修
参加者15名

1回開催
大井川農業協同組
合の職場研修
参加者78名（男
性25名、女性53
名）

1回開催
石田缶詰株式会社
の職場研修
参加者32名（男
性12名、女性20
名）

焼津商工会議所女
性会の防災講座
参加者14名

×

商工課

市民協働課
パンフレットによ
る情報提供

パンフレットによ
る情報提供

・パンフレットに
よる情報提供
・男女共同参画情
報誌「Aしおか
ぜ」52号にワー
クライフバランス
の特集を掲載

パンフレットによ
る情報提供
新プランに当該事
業内容に関する施
策を設定

パンフレットによ
る情報提供
新プランに当該事
業内容に関する施
策を設定

商工課

市民協働課
パンフレットによ
る情報提供

パンフレットによ
る情報提供

・パンフレットに
よる情報提供
・男女共同参画情
報誌「Aしおか
ぜ」52号にワー
クライフバランス
の特集を掲載

パンフレットによ
る情報提供
新プランに当該事
業内容に関する施
策を設定

パンフレットによ
る情報提供
新プランに当該事
業内容に関する施
策を設定

国県等から寄せられた育児・介護休暇等についての情報を提供し、各種制
度の周知・普及を図った。

広報・啓発・情報提供（№
181再掲）

182

×

×

広報・啓発・情報提供

産前産後・育児・介護休業等の
制度について市民や企業等に周
知を図り、制度の活用について
働きかける。

子
育
て
し
や
す
い
就
労
環
境
の
促
進

商工課
市民協働課

181

国県等から寄せられた育児・介護休暇等についての情報を提供し、各種制度の周知・普及を
図った。

商工課
市民協働課

産前産後・育児・介護休業等の
制度について市民や企業等に周
知を図り、制度の活用について
働きかける。

児
童
虐
待
防
止
対
策
の
充
実

仕
事
と
子
育
て
の
両
立
の
促
進
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５年間での
新規・拡充

状況

〇 新規・拡充
× 該当なし

５年間での新規・拡充事業
の具体的状況

（〇の場合のみ）
H30

施
策

№ 事業名
事業内容

(計画書記載内容) 関係課 H27 H28 H29実施状況

次世代育成支援行動計画からの継承事業

R1

資料４

公立保育所 631 633 640 573 596

私立保育所 1,082 1,099 1,088 1,056 1,105

公立幼稚園 483 472 437 382 313

地域型保育事
業

97 139 348

私立幼稚園 1,878 1,786 1,634 1,634 1,576

広域入所 38 36 49 66 44

合計（人） 4,112 4,026 3,945 3,850 3,982

184 時間外保育事業

多様な就労状況等に対応するた
め、通常の保育時間（保育短時
間・保育標準時間）を超えての
保育を行う。

保育・幼稚園
課

公・私立保育
所（13園）

年間延べ利用児童
数　23,834人

年間延べ利用児童
数　22,171人

年間延べ利用児童
数　15,815人

年間延べ利用児童
数　15,924人

年間延べ利用児童
数　13,927人

×

私立幼稚園
（在園児を対
象）

（12園）
年間延べ利用児童
数　46,749人

（12園）
・年間延べ利用児
童数　46,436人

（12園）
年間延べ利用児童
数　45,951人

（10園）
年間延べ利用児童
数　47,451人

（11園）
年間延べ利用児童
数　57,514人

公・私立保育
所（10園）
（在園児以外
を対象）

年間延べ利用児童
数　7,548人

年間延べ利用児童
数　7,499人

年間延べ利用児童
数　7,162人

年間延べ利用児童
数　5,949人

年間延べ利用児童
数　4,793人

186 病後児保育事業
病気の回復期にあり、家庭での
保育が困難な子どもを、保育所
等において一時的に保育する。

保育・幼稚園
課

実施保育所
３園
利用定員数
３園×２人=
６人

年間延べ利用児童
数　45人

年間延べ利用児童
数　24人

年間延べ利用児童
数　52人

年間延べ利用児童
数　46人

年間延べ利用児童
数　50人

〇

認可保育所３園で、回復期にあ
る子どもの一時的な保育を行
い、利用数は年度による増減は
あるものの、全体としては増加
傾向にある。

会員数

依頼会員　598
人
提供会員　166
人両方会員　33
人

依頼会員 648人
提供会員 126人
両方会員 35人

依頼会員　628
人
提供会員　134
人
両方会員　 42人

依頼会員　668
人提供会員
145人
両方会員　39人

依頼会員　701
人
提供会員　146
人
両方会員　38人

活動件数、
利用回数

活動件数1,375
件
助成申請人数(延)
940人

活動件数 2,383
件
助成申請人数 延
べ206人

延べ利用回数
4,116回

延べ利用回数
3,230回

延べ利用回数
3,349回

〇
保育・幼稚園
課

育児の援助を受けたい人と行い
たい人が登録し、相互援助の形
で、保護者が保育所の送迎がで
きないときなどに保護者の代わ
りに送迎する等の子育てを支援
する。また、利用促進のため、
利用料の助成を行う。

子育て支援課

一時預かり事業

幼稚園においては、主として在
園児を対象とした預かり保育を
行い、保育所においては保護者
の急病、育児疲れ等に対応する
ため在園児以外の子どもを対象
とした一時預かりを行う。

185

183 教育・保育事業

187

ファミリー・サポート・セ
ンター事業（子育て援助活
動支援事業）（№45再掲）

〇

×

私立幼稚園では、共働き世
帯を中心に在園児の預かり
保育事業を行い、利用者数
が2割増加した。また、幼
児教育・保育無償化制度に
よりＲ１．10月より保育認
定を受けた場合は利用料の
一部を無償化した。

待機児童の解消に向けた取
り組みとして、地域型保育
く事業所の設置を進めた。
（小規模保育事業所17カ
所、事業所内保育事業所１
カ所を新設）

就学前の子どもを、年齢や保護
者の就労状況に応じた教育・保
育施設において保育する。

保育・幼稚園
課

仕
事
と
子
育
て
の
両
立
の
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進
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５年間での
新規・拡充

状況

〇 新規・拡充
× 該当なし

５年間での新規・拡充事業
の具体的状況

（〇の場合のみ）
H30

施
策

№ 事業名
事業内容

(計画書記載内容) 関係課 H27 H28 H29実施状況

次世代育成支援行動計画からの継承事業

R1

資料４

188
家庭的保育事業（旧保育マ
マ事業）（No.47再掲)

家庭的保育者が、家庭的保育者
の居宅等において乳幼児の保育
を行う。「子ども・子育て支援
新制度」において、家庭的保育
事業として位置付けされた。

保育・幼稚園
課

×

4月入所児童
数

823人（22クラ
ブ）

912人（20クラ
ブ）

981人（21クラ
ブ）

1,033人（23ク
ラブ）

1,089人（25ク
ラブ）

その他

・焼津西小、小川
小学校区民間施設
の賃貸及び改修工
事ほか
・3支援の単位の
増により、19ｸﾗ
ﾌﾞから22ｸﾗﾌﾞへ
・地域の人々に学
ぶ事業実施

・黒石地区民間施
設の賃貸及び改修
工事
・なかよし東クラ
ブ移転改修工事

・和田地区放課後
児童クラブ施設整
備
・夏季限定放課後
児童クラブ開設

夏季限定放課後児
童クラブ開設

・夏季限定放課後
児童クラブ開設
・新型コロナ緊急
対策

開催回数
（回）

259 297 258 263 288

利用者数
（人）

1,387 1,145 900 961 1,224

就職情報利用
者数（人）

338 705 722 336 330

内職情報利用
者数（人）

296 257 215 260 214

男
女
共
同
参
画
の
推

進 192
父親のための家庭教育出前
講座（№118再掲）

中学生以下の子どもの父親を対
象に、家庭教育についての講座
を開催する。また、企業へのチ
ラシ配布等を行い、父親の子育
て参加の啓発を行う。

社会教育課

父と子がみそ造り
について学び味わ
う講座「みそづく
り」を開催（１１
月８日）。参加親
子：２７組

つみき遊びを通し
て、父子がふれあ
いを楽しむ講座
「つみきのそのさ
んと遊ぼう‼」を
開催。（9月25
日）参加親子：
30組

焼津の名産「かつ
おぶし」について
父子で学ぶ講座を
開催。

焼津の和菓子屋
「角屋」を講師に
迎え、みそまん
じゅう作りを父子
で行う講座を開
催。

焼津の和菓子屋
「角屋」を講師に
迎え、みそまん
じゅう作りを父子
で行う講座を開
催。

×

昼間保護者がいない家庭の小学
校児童を対象に、放課後におけ
る生活や遊びの場を提供し、児
童の健全育成を図る。

子育て支援課

×

×

従前の保育ママ事業を引き継いだ事業であるが、開設事業者はなかった。

〇

商工課
市民協働課

就業に役立つパソコン技能講習
教室を開催する。

スキルアップ事業190

191

H29年度より、新規に夏季
限定放課後児童クラブの開
設を開始した。
少子化の中、入所児童数・
クラブ数ともに増加してい
る。令和２年度は２クラブ
増加して27クラブに。

情報提供事業
サンライフ焼津において、就職
情報コーナーを設置するととも
に、内職情報の提供を行う。

189

放課後児童健全育成事（放
課後児童クラブ）（№48再
掲）

商工課

再
就
職
支
援
の
充
実
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５年間での
新規・拡充

状況

〇 新規・拡充
× 該当なし

５年間での新規・拡充事業
の具体的状況

（〇の場合のみ）
H30

施
策

№ 事業名
事業内容

(計画書記載内容) 関係課 H27 H28 H29実施状況

次世代育成支援行動計画からの継承事業

R1

資料４

セミナー

2回開催
（うち公募による
協働講座1回）
　参加者57名

２回開催
（うち公募による
協働講座１回）
　参加者41名

2回開催（10月
28日開催）
　参加者43名
（男性11名、女
性32名）

２回開催
（8月19日、10
月30日開催）
参加者25名（男
性10名、女性15
名）

２回開催
（12月21日、1
月25日開催）
参加者22名（男
性4名、女性18
名）

男女共同参
画・人権
フォーラム

12月5日開催
参加者252名

12月10日開催
参加者200名

12月9日開催
参加者210名

12月8日開催
参加者250名

12月7日開催
参加者 257名

情報誌発行

男女共同参画情報
誌「Aしおかぜ」
　7月1日に48号
発行
　12月1日に49
号発行

男女共同参画情報
誌「Aしおかぜ」
　7月1日に50号
発行
　11月1日に51
号発行

男女共同参画情報
誌「Aしおかぜ」
7月1日に52号発
行
11月1日に53号
発行
・女性活躍のパン
フレット作成

男女共同参画情報
紙「Aしおかぜ」
7月1日に54号発
行
11月1日に55号
発行

・男女共同参画情
報紙「Aしおか
ぜ」
　7月1日に56号
発行
　11月1日に57
号発行

推進会議

第1回会議…7月
14日開催
第2回会議…11
月19日開催
第3回会議…2月
19日開催

第１回会議…6月
27日開催
第２回会議…11
月8日開催
第３回会議…2月
15日開催

第1回会議…6月
29日開催
第2回会議…8月
30日開催
第3回会議…11
月29日開催
第4回会議…2月
14日開催

プラン策定年度の
ため、推進・策定
市民会議を年４回
開催
第1回会議…5月
25日開催
第2回会議…7月
20日開催
第3回会議…10
月17日開催
第4回会議…2月
14日開催

推進市民会議を年
3回開催

第1回会議…5月
31日開催
第2回会議…10
月23日開催
第3回会議…2月
５日開催

その他

男女共同参画推進
会議幹事会(庁内
組織)を2回実施
(6月24日、10
月28日)

男女共同参画推進
会議幹事会(庁内
組織)を２回実施
(5月24日、10
月31日)

男女共同参画推進
会議幹事会(庁内
組織)を2回実施
(6月29日、2月
5日)

男女共同参画プラ
ン推進会議を２回
開催（5月25
日、2月6日開
催）

推進会議幹事会・
策定委員会を４回
開催
（5月25日、7月
13日、10月3
日、2月6日開

男女共同参画推進
会議幹事会を年2
回開催

第1回会議…５月
31日開催
第2回会議…1月
24日開催

市民協働課193 男女共同参画の啓発
セミナーとフォーラムを開催す
る。また、情報紙等を発行す
る。

194
男女共同参画プラン推進市
民会議

男女共同参画プランの推進にあ
たり、広く市民に意見を求め、
施策に反映させるために推進市
民会議を設置する。

市民協働課

×

×

男
女
共
同
参
画
の
推
進
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